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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有効な抗微生物量の界面活性ペルオキシカルボン酸と、０．０００５～４０重量％のカ
ルボン酸界面活性剤とを含む組成物であって、
界面活性ペルオキシカルボン酸が、下記式Ｆ～Ｉの化合物：
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【化１】

（式中、Ｒ１はＣ８Ｈ１７であり、Ｒ２はＨ又はＯＨであり、窒素はプロトン化されてい
てもよい。）
【化２】

（式中、Ｒ１及びＲ２は何れもＣ８Ｈ１７であり、窒素はプロトン化されていてもよい。
）
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【化３】

（式中、ＲはＣ１１Ｈ２３であり、スルホネートはナトリウム塩の形であってもよい。）
、

【化４】

（式中、ＲはＣ１２Ｈ２５又はＣ１３Ｈ２７であり、ｎは３である。）、
及びそれらの混合物からなる群より選択されると共に、
カルボン酸界面活性剤が、下記式Ｎ～Ｑの化合物：

【化５】

（式中、Ｒ１はＣ８Ｈ１７であり、窒素はプロトン化されていてもよい。）
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【化６】

（式中、Ｒ１及びＲ２は何れもＣ８Ｈ１７であり、窒素はプロトン化されていてもよい。
）

【化７】

（式中、ＲはＣ１１Ｈ２３であり、ｎは１であり、スルホネートはナトリウム塩の形であ
ってもよい。）、

【化８】

（式中、ＲはＣ１２Ｈ２５又はＣ１３Ｈ２７であり、ｎは３である。）、
及びそれらの混合物からなる群より選択される、組成物。
【請求項２】
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　０．０００５～１５重量％の前記界面活性ペルオキシカルボン酸と、０．０００５～２
５重量％の前記カルボン酸界面活性剤とを含んでなる、請求項１記載の組成物。
【請求項３】
　０．０００５～５０重量％の酸化剤をさらに含んでなる、請求項１又は２に記載の組成
物。
【請求項４】
　０．００１～８０重量％の酸味剤をさらに含んでなる、請求項１～３の何れか一項に記
載の組成物。
【請求項５】
　０．００００２～１０重量％の安定剤をさらに含んでなる、請求項１～４の何れか一項
に記載の組成物。
【請求項６】
　５～９０重量％の担体をさらに含んでなる、請求項１～５の何れか一項に記載の組成物
。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸を含む組成物、これらの組成物を製造する方
法、及び微生物集団を減少させる方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のペルオキシカルボン酸組成物の典型的な例としては、短鎖ペルオキシカルボン酸
、又は短鎖ペルオキシカルボン酸と中鎖ペルオキシカルボン酸との混合物が挙げられる（
例えば米国特許第５，２００，１８９号、５，３１４，６８７号、５，４０９，７１３号
、５，４３７，８６８号、５，４８９，４３４号、６，６７４，５３８号、６，０１０，
７２９号、６，１１１，９６３号、及び６，５１４，５５６号を参照）。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　現在の研究努力は、ペルオキシカルボン酸組成物の改良に注がれている。特に、かかる
努力は、有効な抗微生物活性を有し、製造が容易であり、有益な性質を有する組成物に向
けられている。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸を含む組成物、これらの組成物を製造する方
法、及び微生物集団を減少させる方法に関する。
【０００５】
　ある実施態様によれば、本組成物は、例えば界面活性ペルオキシカルボン酸と、カルボ
ン酸界面活性剤と、１又は２以上の酸味剤、安定剤、又はこれらの混合物とを含んでなる
。
【０００６】
　ある実施態様によれば、本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物の使用方法を
含む。この方法は、対象に本組成物（例えば使用組成物）を接触させる工程を含んでなり
、その結果、対象上の１又は２以上の微生物の集団を減少させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
定義
　本明細書において「カルボン酸界面活性剤」という語句は、カルボン酸成分及び／又は
カルボキシレート部分を含む界面活性剤を意味する。
【０００８】
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　本明細書において、幾つかの成分から「基本的になる（consisting essentially）」組
成物又は組合せとは、これらの成分を含有するとともに、本組成物又は方法の基本的且つ
新規な特徴に大きな影響を与える成分を含有しない組成物を意味する。「から基本的にな
る（consisting essentially of）」という語句は、本発明の組成物や方法から、短鎖ペ
ルオキシカルボン酸や短鎖カルボン酸を除外する意である。但し、この語句の後にこうし
た成分が具体的に記載されている場合を除く。
【０００９】
　本明細書において「短鎖カルボン酸」という語句は、１）特徴的な悪臭、刺激臭、又は
不快臭を有するとともに、２）２０℃で水に大量に溶解又は混和し得る、カルボン酸を意
味する。短鎖カルボン酸の例としては、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、及び酪酸が挙げられ
る。
【００１０】
　本明細書において「短鎖ペルオキシカルボン酸」という語句は、短鎖カルボン酸のペル
オキシカルボン酸型を意味する。
【００１１】
　本明細書において「中鎖カルボン酸」という語句は、１）等濃度の短鎖カルボン酸に伴
う悪臭、刺激臭、又は不快臭と比べて、臭いが少なく、又は無臭であるとともに、２）中
性ｐＨの水性緩衝液中での臨界ミセル濃度が１ｍＭ超である、カルボン酸を意味する。２
０℃で水に大量に溶解又は混和し得るカルボン酸は、中鎖カルボン酸からは除外される。
中鎖カルボン酸は、（７６０ｍｍＨｇ圧での）沸点が１８０～３００℃のカルボン酸を含
む。ある実施態様によれば、中鎖カルボン酸は、（７６０ｍｍＨｇ圧での）沸点が２００
～３００℃のカルボン酸を含む。ある実施態様によれば、中鎖カルボン酸は、２５℃にお
ける水への溶解度が１ｇ／Ｌ未満であるものを含む。中鎖カルボン酸の例としては、ペン
タン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、ウンデカン酸、及
びドデカン酸が挙げられる。
【００１２】
　本明細書において「中鎖ペルオキシカルボン酸」という語句は、中鎖カルボン酸のペル
オキシカルボン酸型を意味する。
【００１３】
　本明細書において、１又は２以上の成分「を実質的に含まない（substantially free o
f）」組成物又は組合せとは、こうした成分を全く含有しないか、又は、こうした成分を
微量若しくは偶発的な量しか含有しない組成物を意味する。微量又は偶発的な量としては
、例えば、他の成分中に不純物として存在する量、又は、中鎖ペルオキシカルボン酸の生
成又は分解時の微小な副反応により生成される量が挙げられる。
【００１４】
　本明細書において「不快臭（objectionable odor）」、「異臭（offensive odor）」、
又は「悪臭（malodor）」という語句は、普通の人ならできるだけ避けるであろう、鋭い
、刺激性の、又は鼻を刺す臭い又は大気環境を意味する。快不快度（hedonic tone）は、
臭いが快適か不快かの程度を示す尺度となる。「不快臭（objectionable odor）」、「異
臭（offensive odor）」、又は「悪臭（malodor）」の快不快度は、５重量％の酢酸、プ
ロピオン酸、酪酸、又はこれらの混合物の溶液と同等又はそれ以上に不快であると評価さ
れる。
【００１５】
　本明細書において「微生物（microorganism）」という語句は、任意の非細胞性又は単
細胞性（集落性を含む）の微生物を意味する。微生物にはあらゆる原核生物が含まれる。
微生物には、細菌（シアノバクテリアを含む）、地衣類、真菌、原生動物、ビリノ、ウイ
ロイド、ウイルス、ファージ、及び一部の藻類が含まれる。本明細書において、「微生物
（microbe）」という語は、微生物（microorganism）と同義である。
【００１６】
　本明細書において「対象」という語句は、感覚機能により直接及び／又は間接的に認識
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可能な実在物を意味する。対象としては、表面、例えば硬い表面（例えばガラス、セラミ
クス、金属、天然及び合成の岩、木、及びポリマー）、エラストマー又はプラスチック、
織地及び不織地、食品加工表面、医療表面などが挙げられる。また、対象には、食品（及
びその表面）；水塊若しくはガス塊、又は、水流若しくはガス流（例えば空気流）；並び
に、接客業や産業界で使用される表面や物品も含まれる。更には、生物の身体や身体部分
（例えば手）も対象に含まれる。
【００１７】
　本明細書において「食品」という語句には、抗微生物剤又は抗微生物組成物による処理
を必要とする可能性がある食物であって、そのまま又は調理して食用とされる任意の食物
が含まれる。食品としては、肉（例えば赤身肉及び豚肉）、海産物、鳥肉、果物及び野菜
、卵、有精卵、卵製品、インスタント食品、小麦、種子、根、塊茎、葉、茎、穀物、花、
新芽、薬味、又はこれらの組合せが挙げられる。「作物」という語句は、果実及び野菜、
並びに植物又は植物由来物質等の食品であって、通常は未調理のまま、多くは未包装で販
売され、時には生で食される食品を意味する。
【００１８】
　本明細書において「植物生成物」という語句には、抗微生物剤又は抗微生物組成物によ
る処理を必要とする可能性がある任意の植物物質又は植物由来物質が含まれる。植物生成
物としては、種子、堅果、堅果実、切り花、温室で栽培又は貯蔵された植物又は作物、観
葉植物などが挙げられる。植物生成物には多くの動物飼料も含まれる。
【００１９】
　本明細書において、加工された果物又は野菜とは、カット、チョップ、スライス、皮む
き、粉砕、製粉、照射、凍結、調理（例えば、湯通し、低温除菌）、又はホモジナイズさ
れた果物又は野菜を意味する。本明細書において、果物又は野菜に洗浄、着色、蝋かけ、
ハイドロクーリング、冷蔵、脱穀、又は葉、茎若しくは外皮の除去を施すことは、加工に
は該当しない。
【００２０】
　本明細書において「肉製品」という語句は、あらゆる形態の動物肉を意味する。例とし
ては、屠体、筋肉、脂肪、臓器、皮、骨、体液、及び同様の動物の構成成分が挙げられる
。動物肉としては、哺乳類、鳥類、魚類、は虫類、両生類、巻貝類、二枚貝類、甲殻類、
他の食用種（例えばエビ、カニなど）、又は他の形態の海産物が挙げられる。動物肉の形
態としては、例えば、動物肉の全体又は一部の単独又は他の成分との組合せが挙げられる
。典型的な形態としては、加工肉、例えば塩漬肉、切断及び整形した肉、ミンチした肉、
細くチョップした肉、挽肉及び挽肉加工品、塊肉などが挙げられる。
【００２１】
　本明細書において「家禽」という語句は、肉又は卵を得るために飼育され、採取され、
家畜化された任意の鳥を意味する。例としては、鶏、七面鳥、ダチョウ、猟鳥、若鳩、ホ
ロホロチョウ、キジ、ウズラ、ガチョウ、エミュー等、並びにこれらの鳥の卵が挙げられ
る。家禽には塊、薄切り、加工、調理、又は生の家禽があり、あらゆる形態の家禽肉、副
産物（byproducts）、及び副生物（side products）が包含される。家禽肉としては、筋
肉、脂肪、臓器、皮、骨及び体液、並びに同様の動物構成成分が挙げられる。動物肉の形
態としては、例えば、動物肉の全体又は一部の単独又は他の成分との組合せが挙げられる
。典型的な形態としては、加工肉、例えば塩漬肉、切断及び整形した肉、ミンチした肉、
細くチョップした肉、並びに塊肉が挙げられる。
【００２２】
　本明細書において「家禽の残骸」という語句は、加工中の家禽の屠体又はその部分から
取り出されて廃物流に入る、任意の残骸、残渣、物質、汚物、臓物、家禽の一部、家禽の
廃物、家禽の臓器、家禽の器官、こうした物質の断片又は組合せなどを意味する。
【００２３】
　本明細書において「食品加工表面」という語句は、食品加工、調理、又は保存活動の一
部として使用される器具、機械、装置、構造物、ビルなどの表面を意味する。食品加工表
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面の例としては、食品加工又は調製装置（例えば、スライス、缶詰、又は輸送装置、水路
を含む）の表面、食品加工食器（例えば、用具、皿、洗浄用具、及びバーガラス器具）の
表面、及び食品加工が行われる構造物の床、壁、又は備品）の表面が挙げられる。食品加
工表面は、食品腐敗防止空気循環システム、無菌パッケージング除菌、食品冷蔵、及びク
ーラークリーナーと除菌剤、食器洗浄除菌剤、湯通し洗浄と除菌、食品パッケージ材料、
まな板添加物、第３流し除菌、飲料クーラーとウォーマー、肉冷却水又は加熱水、食器洗
浄器除菌剤、除菌ゲル、冷却塔、食品加工抗微生物衣類スプレー、並びに、低含水又は無
水の食物調理潤滑剤、油、及び洗浄添加剤において存在し、使用される。
【００２４】
　本明細書において「空気流」という語句は、食品腐敗防止空気循環システムを含む。ま
た、空気流には、病院、手術室、病室、分娩室、霊安室、及び臨床診断室において一般に
見られる空気流も含まれる。
【００２５】
　本明細書において「水」という語句は、食品加工又は輸送水を含む。食品加工又は輸送
水としては、作物輸送水（例えば、水路、パイプ輸送手段、カッター、スライサー、湯通
し器、レトルトシステム、洗濯機など）、食品輸送ラインのベルトスプレー、手足洗浄浸
し容器、第３流し洗浄水などが挙げられる。また、水としては、家庭用水や娯楽施設用水
、例えばプール、温泉、娯楽水路やウォータースライド、噴水などの水も挙げられる。
【００２６】
　本明細書において「医療表面」という語句は、医療活動の一環として使用される装置、
器具、カート、ケージ、備品、構造物、ビルなどの表面を意味する。医療表面の例には、
医療装置又は歯科装置の表面、医学器具又は歯科器具の表面、患者の健康を追跡するため
に使用される電子装置の表面、医療が行われる構造物の床、壁、又は備品の表面がある。
医療表面は、病院、手術室、病室、分娩室、霊安室、及び臨床診断室内に存在する。これ
らの表面としては、「硬い表面」（例えば、壁、床、便器など）、又は布表面、例えばニ
ット、織布及び不織布表面（例えば、手術衣、カーテン布地、ベッドシーツとまくらカバ
ー、包帯など）、又は患者管理装置（例えば、呼吸器、診断装置、シャント、ボディスコ
ープ、車椅子、ベッドなど）、又は手術装置や診断装置に代表されるものであってもよい
。医療表面としては、動物医療で使用される製品や表面が挙げられる。
【００２７】
　本明細書において「装置」という語句は、本発明の組成物を用いた洗浄により利益が得
られ得る、種々の医療又は歯科装置又は器具を意味する。
【００２８】
　本明細書において「医療装置」、「歯科装置」、「医療器具」、「歯科器具」、「医療
用品」、又は「歯科用品」という語句は、医療又は歯科で使用される装置、機器、工具、
器械、器具、及び用品を意味する。このような装置、機器、及び用品は、低温除菌、浸漬
、又は洗浄され、次に加熱滅菌されるか、又は本発明の組成物を用いた洗浄の利益を受け
る。これらの種々の装置、機器、及び用品としては、特に限定されないが、以下のものが
挙げられる：診断装置、トレイ、皿、ホルダー、棚、ピンセット、ハサミ、鋏、のこぎり
（骨のこ及びこれらの刃）、止血鉗子、ナイフ、のみ、骨鉗子、ファイル、ペンチ、ドリ
ル、錐先、やすり、座金、塗抹棒、破砕機、エレベーター、クランプ、持針器、キャリア
ー、クリップ、フック、切骨器、掻爬器、開創器、ストレートナー、穴あけ具、抜き取り
具、しゃくし、角膜切開刀、スパテラ、エクスプレッサー（expressors）、套管針、拡張
器、ケージ、ガラス器具、チューブ、カテーテル、カニューレ、プラグ、ステント、スコ
ープ（例えば内視鏡、聴診器、及び動脈鏡）、及び関連用品など、又はこれらの組合せ。
【００２９】
　本明細書において「農業」又は「獣医学的」対象又は表面としては、動物飼料、動物の
水飲み場及び囲い、動物舎、動物獣医クリニック（例えば手術又は治療区域）、動物手術
区域などが挙げられる。
【００３０】
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　本明細書において「住宅」又は「施設」対象又は表面としては、ヒトが住む構造物に見
られるものがある。そのような対象又は表面には、浴室表面、流し、流し表面、台所表面
などが挙げられる。
【００３１】
　本明細書において重量パーセント（wt-%）、重量％（percent by weight）、重量％（%
 by weight）などは同義であり、ある物質の重量を組成物の重量で割って１００を掛けた
物質の濃度を示す。別途明記する場合を除き、成分の量とは活性成分の量を意味する。
【００３２】
　本明細書において、本発明の組成物中の成分や本発明の方法に使用される成分の量を修
飾する「約（about）」という語は、例えば、実際に濃縮物又は使用溶液を作製するのに
使用される通常の測定及び液体取扱手順；これらの手順における意図しないエラー；組成
物の作製や方法の実施に使用される成分の製法、原料、又は純度の差などに起因する、数
値の変動を意味する。また、「約」という語は、特定の混合物に由来する組成物において
、平衡条件の違いにより量が異なる場合をも包含する。「約」という語による修飾の有無
によらず、特許請求の範囲には、その等価量も含まれる。
【００３３】
　本出願の目的において、微生物集団が少なくとも約５０％減少した場合、或いは、水洗
の場合と比べて有意に大きな減少が見られた場合に、微生物の低減が首尾よく達成された
ものとする。微生物集団の減少が大きいほど、防御のレベルもより高くなる。
【００３４】
　本明細書において「除菌剤（sanitizer）」という語句は、細菌汚染数を公衆衛生基準
により安全であると判断されるレベルまで低減する物質である。ある実施態様によれば、
本発明で使用される除菌剤は、少なくとも９９．９９９％の低減（５対数オーダーの低減
）を生じさせるものと思われる。これらの低減は、Germicidal and Detergent Sanitizin
g Action of Disinfectants, Official Methods of Analysis of the Association of Of
ficial Analytical Chemists, paragraph 960.09 and applicable sections, 15th eddit
ion, 1990 (EPA Guideline 91-2) に記載の方法を用いて評価することができる。本基準
によれば、除菌剤は数種の試験微生物に対して、室温（２５±２℃）で３０秒以内に、９
９．９９９％の低減（５対数オーダーの低減）を生じさせることが求められる。
【００３５】
　本明細書において「消毒剤（disinfectant）」という語句は、A.O.A.C. Use Dilution 
Methods, Official Methods of Analysis of the Association of Official Analytical 
Chemists, paragraph 955.14 and applicable sections, 15th eddition, 1990 (EPA Gui
deline 91-2) に記載の方法を用いた場合に、最も有名な病原性微生物を含むすべての栄
養細胞を死滅させる物質を意味する。
【００３６】
　本明細書において「殺胞子剤（sporicide）」という語句は、バシラス・セレウス（Bac
illus cereus）又は枯草菌（Bacillus subtilis）の胞子集団に対して、６０℃で１０秒
以内に９０％を超える低減（１対数オーダーの低減）を生じさせる能力を有する、物理的
又は化学的な薬剤又は方法を意味する。ある実施態様によれば、本発明の殺胞子剤組成物
は、かかる集団に対して、６０℃で１０秒以内に、９９％を超える低減（２対数オーダー
の低減）、９９．９９％を超える低減（４対数オーダーの低減）、又は９９．９９９％を
超える低減（５対数オーダーの低減）を生じさせる。
【００３７】
　有効性の程度を表わす定義である、抗微生物性の「殺－（-cidal）」と「静－（-stati
c）」との区別は、この有効性を測定するための公認の実験室プロトコルとともに、抗微
生物剤及び組成物の妥当性を理解する上で考慮すべき事項である。抗微生物組成物は、２
種類の微生物細胞傷害を引き起こす。第１は致死的な不可逆的作用であり、これは微生物
細胞の完全な破壊又は無能力化を引き起こす。第２のタイプの細胞傷害は可逆的であり、
その薬剤が微生物から除去されると、微生物は再度増殖することができる。前者を殺微生
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物性と呼び、後者を静微生物性と呼ぶ。除菌剤及び消毒剤は、定義によれば、抗微生物活
性又は殺微生物活性を与える物質である。これに対して、保存剤は通常、インヒビター又
は静微生物組成物と呼ばれている。
【００３８】
界面活性ペルオキシカルボン酸抗微生物組成物
　本発明は、界面活性剤でもあるペルオキシカルボン酸を含む組成物に関する。本発明は
、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を含む。本界面活性ペルオキシカルボン酸組成物
は、担体を含んでいてもよい。ある実施態様によれば、本組成物は、界面活性ペルオキシ
カルボン酸、カルボン酸界面活性剤、及び担体を含む。意外なことに、ある実施態様によ
れば、本界面活性ペルオキシカルボン酸組成物は、種々の微生物のうち１又は２以上に対
して有効な抗微生物活性を示し得る。例えば、ペルオキシカルボン酸界面活性剤組成物は
、グラム陰性細菌及びグラム陽性細菌の両方に対して抗微生物活性を示し得る。意外なこ
とに、本界面活性剤カルボン酸は、酸化剤とカルボン酸界面活性剤との混合物から作製す
ることができる。例えば、生成されるペルオキシカルボン酸界面活性剤組成物の濃度によ
っては、希釈により有効な抗微生物性使用組成物とするための濃縮組成物を産生すること
も可能である。
【００３９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、酸化剤、酸味剤、安定剤、これらの混合物などの
うち、少なくとも１つを含んでいてもよい。本組成物は、種々の酸化剤、例えば過酸化水
素を含んでいてもよい。酸化剤は、カルボン酸界面活性剤を界面活性ペルオキシカルボン
酸に変換するのに有効である。また、酸化剤が抗微生物活性を有してもよいが、そのよう
な活性を示す程の濃度で存在しなくてもよい。本組成物は、種々の酸味剤のうち任意のも
の（例えば無機酸）を含んでいてもよい。酸味剤は、本濃縮組成物のｐＨを１未満にする
か、又は本濃縮組成物のｐＨを約５若しくはそれ以下、約４若しくはそれ以下、又は約３
若しくはそれ以下にするのに有効である。酸味剤は、本組成物の抗微生物活性を増強する
ことがある。本組成物は、種々の安定剤の任意のもの、例えば金属イオン封鎖剤（例えば
リン酸塩金属イオン封鎖剤）を含んでいてもよい。金属イオン封鎖剤は、界面活性ペルオ
キシカルボン酸を安定化するのに有効なことがある。
【００４０】
界面活性ペルオキシカルボン酸及び／又はカルボン酸界面活性剤の組成物
　本明細書において「界面活性ペルオキシカルボン酸」という語句は、ペルオキシカルボ
ン酸型のカルボン酸界面活性剤を意味する。本発明の組成物又は方法は、１又は２以上の
界面活性ペルオキシカルボン酸と、任意により１又は２以上のカルボン酸界面活性剤とを
包含し得る。適切なペルオキシカルボン酸としては、陰イオン性界面活性剤、両性界面活
性剤、及び／又は、双性イオン性界面活性剤であるカルボン酸界面活性剤のペルオキシカ
ルボン酸型が挙げられる。ペルオキシカルボン酸型において、本発明の界面活性ペルオキ
シカルボン酸として機能し得る、適切な陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、及び双
性イオン性界面活性剤の例について、以下に説明する。
【００４１】
　ペルオキシカルボン酸（又はペルカルボン酸）は、一般に式Ｒ（ＣＯ3Ｈ）n（ここで、
Ｒはアルキル、アリールアルキル、シクロアルキル、芳香族、又は複素環基であり、ｎは
１、２、又は３である）を有し、親の酸に「ペルオキシ」という接頭辞を付して命名され
る。Ｒ基は飽和でも不飽和でもよく、置換でも非置換でもよい。
【００４２】
　ペルオキシカルボン酸は、カルボン酸に酸化剤を直接作用させることにより、アルデヒ
ドの自己酸化により、或いは、酸塩化物及び水素化物から過酸化水素又は過酸化ナトリウ
ムを用いて作製することができる。ある実施態様によれば、ペルオキシカルボン酸は、カ
ルボン酸界面活性剤に過酸化水素を直接、酸触媒平衡作用させることにより作製すること
ができる。スキーム１では、カルボン酸及び酸化剤（Ｏｘ）を一辺に、ペルオキシカルボ
ン酸及び還元された酸化剤（Ｏｘred）を他辺に配し、これらの平衡を示している。



(11) JP 5166258 B2 2013.3.21

10

20

30

40

50

　　　ＲＣＯＯＨ＋Ｏｘ　□　ＲＣＯＯＯＨ＋Ｏｘred　　　（１）
【００４３】
　スキーム２では、スキーム１の平衡の一実施態様を示している。ここで酸化剤は、一片
では過酸化水素であり、他辺ではペルオキシカルボン酸及び水である。
　　　ＲＣＯＯＨ＋Ｈ2Ｏ2　□　ＲＣＯＯＯＨ＋Ｈ2Ｏ　　　（２）
【００４４】
　本発明を限定するものではないが、本組成物の平衡定数は、約１０００よりも大きい値
であると考えられる。
【００４５】
　本発明の組成物及び方法には、例えば、少なくとも１つのアルキルアミン部分、少なく
とも１つのアルキルカルボキシレート部分、少なくとも１つのアルキルアミド部分、少な
くとも１つのスルホネート部分、及び／又は、少なくとも１つのアルコキシレート部分を
含有する、界面活性ペルオキシカルボン酸を使用することができる。
【００４６】
　適切な界面活性ペルオキシカルボン酸としては、式Ａ：（Ｒ1）（Ｒ2）Ｘ（Ｒ3ＣＯＯ
ＯＨ）で示されるものが挙げられる。ある実施態様によれば、式Ａにおいて、例えば、Ｒ

1及びＲ2は各々独立に、存在しないか、アルキル部分、アルキルカルボキシレート部分、
アルキルアミド部分、アルキルスルホネート部分又はアルコキシレート部分であり；Ｘは
、Ｎ、ＮＨ、Ｃ＝Ｏ、又はＣＨ2であり；Ｒ3は、アルキル又はアルキルスルホネート部分
である。
【００４７】
　ある実施態様によれば、適切な界面活性ペルオキシカルボン酸としては、式Ｂ：（Ｒ1

）（Ｒ2）Ｎ（Ｒ3ＣＯＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｂにおいて、例えば、Ｒ

1及びＲ2は各々独立に、アルキル部分、アルキルカルボキシレート部分、アルキルアミド
部分、アルキルスルホネート部分、又はアルコキシレート部分であり、Ｒ3は、アルキル
又はアルキルスルホネート部分である。
【００４８】
　ある実施態様によれば、適切な界面活性ペルオキシカルボン酸としては、式Ｃ：（Ｒ1

）Ｃ（Ｏ）（Ｒ3ＣＯＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｃにおいて、例えば、Ｒ1

はアルコキシレート部分であり、Ｒ3は、アルキル又はアルキルスルホネート部分である
。
【００４９】
　ある実施態様によれば、適切な界面活性ペルオキシカルボン酸としては、式Ｄ：（Ｒ1

）ＣＨ2（Ｒ3ＣＯＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｄにおいて、例えば、Ｒ1は
アルコキシレート部分であり、Ｒ3は存在しないか又はアルキルスルホネート部分である
。
【００５０】
　適切なアルキル部分としては、直鎖又は分岐鎖のＣ１～Ｃ１６アルキル部分が挙げられ
る。適切なＣ１～Ｃ１６アルキル部分としては、Ｃ６～Ｃ１４アルキル部分、例えばＣ８
、Ｃ１１、Ｃ１２、又はＣ１３アルキル部分が挙げられる。適切なＣ１～Ｃ１６アルキル
部分としては、Ｃ１～Ｃ６アルキル部分、例えばＣ２又はＣ３直鎖アルキル部分が挙げら
れる。
【００５１】
　適切なアルキルカルボキシレート部分としては、直鎖又は分岐鎖のＣ１～Ｃ６アルキル
カルボキシレート部分が挙げられる。アルキルカルボキシレート部分の適切なアルキル部
分としては、上述のものが挙げられる。適切なアルキルカルボキシレート部分としては、
式－（ＣＨ2）1-6ＣＯＯＨ、例えば－（ＣＨ2）2ＣＯＯＨで示されるもの、又はその塩が
挙げられる。
【００５２】
　適切なアルキルアミド部分としては、置換又は無置換の窒素を有する、直鎖又は分岐鎖
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しては、上述のものが挙げられる。適切なアルキルアミド部分としては、式－（ＣＨ2）1

-6ＣＯＮＨＲ、例えば－（ＣＨ2）2ＣＯＮＨＲで示されるものが挙げられる。
【００５３】
　適切なアルキルスルホネート部分としては、カルボキシル基を含有してもよい直鎖又は
分岐鎖のＣ１～Ｃ６アルキルスルホネート部分が挙げられる。アルキルスルホネート部分
の適切なアルキル部分としては、上述のものが挙げられる。適切なアルキルスルホネート
部分としては、式－（ＣＨ2）0-6（ＣＨＳＯ3Ｈ）－（ＣＨ2）1-6ＣＯＯＨ、例えば－Ｃ
Ｈ（ＳＯ3Ｈ）ＣＨ2ＣＯＯＨで示されるものが挙げられる。
【００５４】
　適切なアルコキシレート部分としては、エトキシレート又はプロポキシレート成分が挙
げられる。適切なアルコキシレート部分は、例えば、式Ｅ：Ｒ4Ｏ（（ＣＨ2）2-3Ｏ）n－
で表わされる。一実施形態によれば、式Ｅにおいて、例えば、Ｒ4はアルキル、例えばＣ
８からＣ２４アルキル、例えばＣ１０からＣ１４アルキル、Ｃ１１アルキル、Ｃ１２アル
キル、又はＣ１３アルキルであり；ｎは約１から約１２、又は約１から約６、例えば約２
から約４、又は約３であり；及び／又は、（ＣＨ2）2-3は（ＣＨ2）2である。
【００５５】
　本発明の組成物及び方法において有用なペルオキシカルボン酸としては、式Ｆ～Ｉで示
される界面活性ペルオキシカルボン酸が挙げられる。
【００５６】
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【化１】

【００５７】
　式Ｆにおいて、例えば、Ｒ1はＣ8Ｈ17であり、Ｒ2はＨ又はＯＨである。窒素はプロト
ン化していても、プロトン化していなくてもよい。式Ｇにおいて、例えば、Ｒ1及びＲ2は
Ｃ8Ｈ17である。窒素はプロトン化していても、プロトン化していなくてもよい。式Ｈに
おいて、例えば、ＲはＣ11Ｈ23である。また、スルホネートはナトリウム塩の形であって
もよい。式Ｉにおいて、例えば、ＲはＣ12Ｈ25、Ｃ13Ｈ27、又はこれらの混合物であって
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プロトン化型も含まれる。
【００５８】
　本発明の組成物はカルボン酸を含んでいてもよい。カルボン酸は通常、式Ｒ－ＣＯＯＨ
を有する。ここでＲは、任意の数の種々の基であり、例としてはアルキル、アリールアル
キル、シクロアルキル、芳香族、又は複素環基が挙げられる（これらは何れも、飽和でも
不飽和でもよく、置換でも非置換でもよい）。カルボン酸が有するカルボキシル基の数は
、１でも、２でも、３でも、それ以上でもよい。適切なカルボン酸界面活性剤としては、
陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、及び／又は双性イオン性界面活性剤に分類され
るものが挙げられる。適切な陰イオン性界面活性剤、両性界面活性剤、及び双性イオン性
界面活性剤の例について、以下に説明する。
【００５９】
　本発明の組成物及び方法では、例えば、少なくとも１つのアルキルアミン部分、少なく
とも１つのアルキルカルボキシレート部分、少なくとも１つのアルキルアミド部分、少な
くとも１つのスルホネート部分、及び／又は少なくとも１つのアルコキシレート部分を含
有するカルボキシ界面活性剤を使用することができる。ある実施態様によれば、この組成
物及び方法は、界面活性ペルオキシカルボン酸と対応するカルボン酸界面活性剤とを含有
する。
【００６０】
　適切なカルボン酸界面活性剤としては、式Ｊ：（Ｒ1）（Ｒ2）Ｘ（Ｒ3ＣＯＯＨ）で示
されるものが挙げられる。ある実施態様によれば、式Ｊにおいて、例えば、Ｒ1及びＲ2は
各々独立に、存在しないか、アルキル部分、アルキルカルボキシレート部分、アルキルア
ミド部分、アルキルスルホネート部分又はアルコキシレート部分であり；Ｘは、Ｎ、ＮＨ
、Ｃ＝Ｏ、又はＣＨ2であり；Ｒ3は、アルキル又はアルキルスルホネート部分である。
【００６１】
　ある実施態様によれば、適切なカルボン酸界面活性剤には、式Ｋ：（Ｒ1）（Ｒ2）Ｎ（
Ｒ3ＣＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｋにおいて、例えば、Ｒ1及びＲ2は各々
独立に、アルキル部分、アルキルカルボキシレート部分、アルキルアミド部分、アルキル
スルホネート部分、又はアルコキシレート部分であり、Ｒ3は、アルキル又はアルキルス
ルホネート部分である。
【００６２】
　ある実施態様によれば、適切なカルボン酸界面活性剤には、式Ｌ：（Ｒ1）Ｃ（Ｏ）（
Ｒ3ＣＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｌにおいて、例えば、Ｒ1はアルコキシレ
ート部分であり、Ｒ3はアルキル又はアルキルスルホネート部分である。
【００６３】
　ある実施態様によれば、適切なカルボン酸界面活性剤としては、式Ｍ：（Ｒ1）ＣＨ2（
Ｒ3ＣＯＯＯＨ）で示されるものが挙げられる。式Ｍにおいて、例えば、Ｒ1はアルコキシ
レート部分であり、Ｒ3は存在しないか、アルキル又はアルキルスルホネート部分である
。
【００６４】
　本発明の組成物及び方法において有用なカルボン酸としては、式Ｎ～Ｑで示されるカル
ボン酸界面活性剤が挙げられる。
【００６５】
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【化２】

【００６６】
　式Ｎにおいて、例えば、Ｒ1はＣ8Ｈ17であり、窒素はプロトン化していても、プロトン
化していなくてもよい。式Ｏにおいて、例えば、Ｒ1及びＲ2はＣ8Ｈ17である。窒素はプ
ロトン化していても、プロトン化していなくてもよい。式Ｐにおいて、例えば、ＲはＣ11

Ｈ23である。また、スルホネートはナトリウム塩の形であってもよい。式Ｉにおいて、例
えば、ＱはＣ12Ｈ25、Ｃ13Ｈ27、又はこれらの混合物であり、ｎは３である。式Ｎ～Ｑの
各々には、カルボキシル基がカルボキシレートとして存在する脱プロトン化型又はその塩
も含まれる。
【００６７】
　適切なカルボン酸界面活性剤としては、オクチルイミノジプロピオン酸（商品名マッカ
ム（Mackam）ＯＤＰ（５０％活性）及びミラタイン（Mirataine）ＪＣＨＡ（４２％活性
）として市販）、ラウレススルホンコハク酸（例えば重ナトリウム塩）（商品名マカネー
ト（Makanate）ＥＬ（３９％活性）として市販）、線状アルコールエトキシカルボン酸（
商品名ネオドックス（Neodox）２３－４として市販）、これらの混合物など、並びに、こ
れらに対応する界面活性ペルオキシカルボン酸が挙げられる。



(16) JP 5166258 B2 2013.3.21

10

20

30

40

50

【００６８】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約１５重量％の界面活性ペルオキシカ
ルボン酸、約１～約１０重量％の界面活性ペルオキシカルボン酸、約２～約６重量％の界
面活性ペルオキシカルボン酸、又は、約３～約４重量％の界面活性ペルオキシカルボン酸
を含有する。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れ
かの値を含んでいればよい。
【００６９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤
、約１～約１５重量％のカルボン酸界面活性剤、又は、約１～約６重量％のカルボン酸界
面活性剤を含有する。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾され
ない何れかの値を含んでいればよい。
【００７０】
　ある実施態様によれば、本組成物は、当然に予測される製品の貯蔵寿命に亘って安定な
界面活性ペルオキシカルボン酸を含有する。例えば、ある実施態様によれば、界面活性ペ
ルオキシカルボン酸は約１年安定である。例えば、ある実施態様によれば、界面活性ペル
オキシカルボン酸は少なくとも約１年安定である。
【００７１】
　ある実施態様によれば、本組成物は、食品に関連する１又は２以上の食物性病原性細菌
、例えばサルモネラ・ティフィムリウム（Salmonella typhimurium）、サルモネラ・ジャ
ビアーナ（Salmonella javiana）、カンピロバクター・ジェジュニ（Campylobactre jeju
ni）、リステリア菌（Listeria monocytogenes）、及び大腸菌（E. coli）Ｏ１５７：Ｈ
７、酵母、カビなどを死滅させるのに有効な量の界面活性ペルオキシカルボン酸を含有す
る。ある実施態様によれば、本組成物は、医療表面及び環境に関連する１又は２以上の病
原性細菌、例えばサルモネラ・ティフィムリウム（Salmonella typhimurium）、黄色ブド
ウ球菌（Staphylococcus aureus）、サルモネラ・コレラスルス（Salmonella choleraesu
rus）、緑膿菌（Pseudomonas aeruginosa）、大腸菌（E. coli）、マイコバクテリア（my
cobacteria）、酵母、カビなどを死滅させるのに有効な量の界面活性ペルオキシカルボン
酸を含有する。本発明の組成物及び方法は、多種多様な微生物、例えばグラム陽性細菌（
例えば、リステリア菌（Listeria monocytogenes）又は黄色ブドウ球菌（Staphylococcus
 aureus））及びグラム陰性細菌（例えば、大腸菌（E. coli）又は緑膿菌（Pseudomonas 
aeruginosa））、酵母、カビ、細菌胞子、ウイルスなどに対して活性を有する。本発明の
組成物及び方法は、以上に述べたように、多種多様なヒト病原体に対して活性を有する。
本組成物及び本方法は、食品加工表面上、食品表面上、食品の洗浄又は加工に使用される
水中、又は医療表面上、又は医療環境中における、多種多様な微生物を死滅させることが
できる。
【００７２】
　本発明の実施態様は、カルボン酸界面活性剤及び界面活性ペルオキシカルボン酸を含有
するが、一部の実施態様では、短鎖ペルオキシカルボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれら
の混合物が除外されている。しかしながら、本組成物の実施態様は、短鎖ペルオキシカル
ボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を含んでいてもよい。短鎖ペルオキシカル
ボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を加えた組成物が、必ずしも本発明の要旨
及び範囲から外れることを意図するものではない。
【００７３】
陰イオン性界面活性剤
　適切な界面活性ペルオキシカルボン酸としては、ペルオキシカルボン酸型の陰イオン性
界面活性剤が挙げられる。適切な陰イオン性界面活性剤としては、カルボキシル又はカル
ボキシレート部分を含む任意の陰イオン性界面活性剤、例えばカルボキシレート界面活性
剤が挙げられる。ある実施態様によれば、陰イオン性界面活性剤としては、アルコールア
ルコキシレートカルボキシレート、サルコシネート、タウリネート、アシルアミノ酸、ア
ルカン酸エステル、これらの塩又は酸型、又はこれらの混合物が挙げられる。具体的な塩
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ンモニウム塩及び置換アンモニウム（例えばモノ－、ジ－、及びトリエタノールアミン）
、及びアルカリ金属（例えばナトリウム、リチウム、及びカリウム）塩、これらの混合物
などが挙げられる。
【００７４】
　本組成物での使用に適した陰イオン性カルボキシレート界面活性剤としては、カルボン
酸（及び塩）、例えばアルカン酸（及びアルカネート）、エステルカルボン酸（例えばア
ルキルコハク酸）、エーテルカルボン酸などが挙げられる。このようなカルボキシレート
としては、アルキルエトキシカルボン酸、アルキルアリールエトキシカルボン酸、アルキ
ルポリエトキシポリカルボン酸界面活性剤、及び石けん（例えばアルキルカルボキシル）
が挙げられる。本組成物で有用な２級カルボキシレートとしては、２級炭素に結合したカ
ルボキシル単位を含有するものが挙げられる。２級炭素は、例えばｐ－オクチル安息香酸
や、アルキル置換シクロヘキシルカルボキシレートのように、環構造中に存在するもので
あってもよい。ある実施態様によれば、２級カルボキシレート界面活性剤は、エーテル結
合、エステル結合、及び／又は、ヒドロキシル基を含有しない。更には、頭部基（両親媒
性部分）の窒素原子が欠如していてもよい。適切な２次石けん界面活性剤としては、合計
１１～１３個の炭素原子を含有するものが挙げられるが、さらに多くの炭素原子（例えば
最大１６個）が存在してもよい。適切なカルボキシレートとしては、アシルアミノ酸（及
び塩）、例えばアシルグルタミン酸、アシルペプチド、サルコシネート（例えば、Ｎ－ア
シルサルコシン酸）、タウリネート（例えば、Ｎ－アシルタウリン酸、及びメチルタウリ
ン酸化物の脂肪酸アミド）などが挙げられる。
【００７５】
　適切な陰イオン性界面活性剤としては、式Ｒ：
　　　Ｒ－Ｏ－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）n（ＣＨ2）m－ＣＯ2Ｘ
のアルキル又はアルキルアリールエトキシカルボキシレートが挙げられる。
【００７６】
　式中、ＲはＣ8～Ｃ22アルキル基、又は
【化３】

（式中、Ｒ1はＣ4～Ｃ16アルキル基である）であり：ｎは１～２０の整数であり；ｍは１
～３の整数であり；Ｘは対イオン、例えば水素、ナトリウム、カリウム、リチウム、アン
モニウム、又はアミン塩、例えばモノエタノールアミン、ジエタノールアミン、又はトリ
エタノールアミンである。ある実施態様によれば、式Ｒにおいて、ｎは４～１０の整数で
あり、ｍは１である。ある実施態様によれば、式Ｒにおいて、ＲはＣ8～Ｃ16アルキル基
である。ある実施態様によれば、式Ｒにおいて、ＲはＣ12～Ｃ14アルキル基であり、ｎは
４であり、ｍは１である。
【００７７】
　ある実施態様によれば、式Ｒにおいて、Ｒは
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【化４】

であり、Ｒ1はＣ6～Ｃ12アルキル基である。ある実施態様によれば、式Ｒにおいて、Ｒ1

はＣ9アルキル基であり、ｎは１０であり、ｍは１である。
【００７８】
　かかるアルキル及びアルキルアリールエトキシカルボン酸は市販されている。これらの
エトキシカルボン酸は通常、酸型で販売されているが、容易にアニオン型又は塩型に変換
することができる。市販のカルボキシレートとしては、ネオドックス（Neodox）２３－４
、Ｃ12-13アルキルポリエトキシ（４）カルボン酸（シェルケミカル（Shell Chemical）
）、及びEmcol CNP-110、Ｃ9アルキルアリールポリエトキシ（１０）カルボン酸（ウィト
コケミカル（Witco Chemical））がある。また、カルボキシレートとしては、クラリアン
ト（Clariant）社からも、例えば製品サンドパン（Sandopan）（登録商標）ＤＴＣ、Ｃ13

アルキルポリエトキシ（７）カルボン酸として市販されている。
【００７９】
　適切な陰イオン性界面活性剤としては、オクチルイミノジプロピオン酸（商品名マッカ
ム（Mackam）ＯＤＰ（５０％活性）及びミラタイン（Mirataine）ＪＣＨＡ（４２％活性
）として市販）、ラウレススルホンコハク酸（例えば二ナトリウム塩）（商品名マカネー
ト（Makanate）ＥＬ（３９％活性）として市販）、線状アルコールエトキシカルボン酸（
商品名ネオドックス（Neodox）２３－４として市販）、これらの混合物など、並びにこれ
らに対応する界面活性ペルオキシカルボン酸が挙げられる。
【００８０】
両性界面活性剤
　両性界面活性剤（amphoteric, or ampholytic, surfactants）は、酸性親水性基及び有
機疎水性基の両方を含有する。これらのイオン性物質は、界面活性剤に使用される種々の
陰イオン基又は陽イオン基のうち、何れであってもよい。ある実施態様によれば、両性界
面活性剤は、塩基性及び酸性の親水性基として、それぞれ塩基性窒素及び酸性カルボン酸
基を含有する。
【００８１】
　両性界面活性剤は、広義には、脂肪族２級及び３級アミンの誘導体であるということが
できる。ここで、脂肪族ラジカルは直鎖でも分岐鎖でもよく、脂肪族置換基のうち１つが
例えば約８～１８個の炭素原子を含有し、１つがアニオン性水溶性基（例えばカルボキシ
ル基）を含有する。両性界面活性剤は、“Surfactant Encyclopedia”, Cosmetics & Toi
letries, Vol.104(2) 69-71 (1989) に記載されているように、２つの大きなクラスに分
類することができる。第１のクラスには、アシル／ジアルキルエチレンジアミン誘導体（
例えば、２－アルキルヒドロキシエチルイミダゾリン誘導体）及びこれらの塩が含まれる
。第２のクラスには、Ｎ－アルキルアミノ酸及びこれらの塩が含まれる。両性界面活性剤
の中には、両方のクラスに属するものも存在する。
【００８２】
　両性界面活性剤は、種々の公知の方法のうち、任意の方法により合成することができる
。例えば、２－アルキルヒドロキシエチルイミダゾリンの合成は、長鎖カルボン酸（又は
誘導体）とジアルキルエチレンジアミンとの縮合及び閉環により行なうことができる。市
販の両性界面活性剤を誘導体化するには、引き続き加水分解とイミダゾリンの開環とを行
なえばよい。これは、クロロ酢酸や酢酸エチル等を用いたアルキル化によって行なうこと
ができる。アルキル化により、１又は２以上のカルボキシ－アルキル基が反応して、３級
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アミンを生成する。異なるアルキル化剤とエーテル結合させれば、異なる３級アミンが得
られる。
【００８３】
　本発明において使用可能な長鎖イミダゾリン誘導体は、通常は以下の一般式を有する。
【化５】

【００８４】
　式中、Ｒは約８～１８個の炭素原子を含有する非環状疎水性基であり、Ｍは陰イオンの
電荷を中和する陽イオン（通常はナトリウム）である）を有する。本組成物で使用できる
主な市販のイミダゾリン由来両性物質としては、例えば、ココアンホプロピオネート（Co
coamphopropionate）、ココアンホカルボキシ－プロピオネート（Cocoamphocarboxy-prop
ionate）、ココアンホグリシネート（Cocoamphoglycinate）、ココアンホカルボキシ－グ
リシネート（Cocoamphocarboxy-glycinate）、及び、ココアンホカルボキシ－プロピオン
酸（Cocoamphocarboxy-propionatic acid）が挙げられる。アンホカルボン酸は、脂肪イ
ミダゾリンから作製することができる。ここで、アンホジカルボン酸のジカルボン酸官能
基は、二酢酸及び／又は二プロピオン酸である。
【００８５】
　上述のカルボキシメチル化化合物（グリシネート）は、しばしばベタインとも呼ばれる
。ベタインは特殊なクラスの両性物質であり、双性イオン性界面活性剤の欄で後述する。
【００８６】
　長鎖Ｎ－アルキルアミノ酸は、ＲＮＨ2（ここでＲ＝Ｃ8～Ｃ18直鎖又は分岐鎖アルキル
、脂肪アミンである）とハロゲン化カルボン酸との反応により、容易に調製することがで
きる。アミノ酸の１級アミノ基のアルキル化により、２級及び３級アミンが得られる。ア
ルキル置換基が更にアミノ基を有することにより、反応性窒素中心が２つ以上存在してい
てもよい。市販のＮ－アルキルアミン酸の多くは、ベータ－アラニン又はベータ－Ｎ（２
－カルボキシエチル）アラニンのアルキル誘導体である。本発明において使用可能な市販
のＮ－アルキルアミノ酸両性電解質の例としては、アルキルベータ－アミノジプロピオネ
ート、ＲＮ（Ｃ2Ｈ4ＣＯＯＭ）2、及びＲＮＨＣ2Ｈ4ＣＯＯＭが挙げられる。ある実施態
様によれば、Ｒは例えば、約８～１８個の炭素原子を含有する疎水性基であり、Ｍは陰イ
オンの電荷を中和する陽イオンである。
【００８７】
　適切な両性界面活性剤としては、ココナッツ製品、例えばココナッツ油又はココナッツ
脂肪酸由来のものが挙げられる。より適切なココナッツ由来界面活性剤としては、その構
造の一部として、エチレンジアミン部分、アルカノールアミド部分、アミノ酸成分（例え
ばグリシン）、又はこれらの組合せと、約８～１８個（例えば１２個）の炭素原子の脂肪
族置換基とを有するものが挙げられる。かかる界面活性剤は、アルキルアンホカルボン酸
と見なすこともできる。これらの両性界面活性剤は、例えば、以下で示される化学構造を
含有する：Ｃ12－アルキル－Ｃ（Ｏ）－ＮＨ－ＣＨ2－ＣＨ2－Ｎ+（ＣＨ2－ＣＨ2－ＣＯ2

Ｎａ）2－ＣＨ2－ＣＨ2－ＯＨ、又はＣ12－アルキル－Ｃ（Ｏ）－ＮＨ－ＣＨ2－ＣＨ2－
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Ｎ+（ＣＨ2－ＣＯ2Ｎａ）2－ＣＨ2－ＣＨ2－ＯＨ。適切な両性界面活性剤の一例として、
ココアンホジプロピオン酸二ナトリウムが挙げられる。これは、商品名ミラノール（Mira
nol）（登録商標）ＦＢＳとして、ロディア社（Rhodia Inc.）（グランベリー、ニュージ
ャージー州）から市販されている。他の適切なココナッツ由来の両性界面活性剤としては
、ココアンホ二酢酸二ナトリウムという化学名のものが挙げられ、これは商品名ミラタイ
ン（Mirataine）ＪＣＨＡとして、やはりロディア社（Rhodia Inc.）（グランベリー、ニ
ュージャージー州）から販売されている。他の適切な両性界面活性剤として、オクチルイ
ミノジプロピオン酸が挙げられ、これは商品名マッカム（Mackam）ＯＤＰとして市販され
ている。
【００８８】
　適切な両性界面活性剤としては、オクチルイミノジプロピオン酸（商品名マッカム（Ma
ckam）ＯＤＰ（５０％活性）及びミラタイン（Mirataine）ＪＣＨＡ（４２％活性）とし
て市販）、ラウレススルホンコハク酸（例えば二ナトリウム塩）（商品名マカネート（Ma
kanate）ＥＬ（３９％活性）として市販）、これらの混合物など；並びに、これらに対応
する界面活性ペルオキシカルボン酸が挙げられる。
【００８９】
　両性の物質群、及びこれらの界面活性剤の具体例については、Laughlin及びHeuringの
米国特許第３，９２９，６７８号（１９７５年１２月３０日）に典型的なものが列挙され
ている。さらなる例は、“Surface Active Agents and Detergents”（Vol.I及びVol.II
、Schwartz, Perry and Berch）に記載されている。
【００９０】
双性イオン性界面活性剤
　双性イオン性界面活性剤は、両性界面活性剤のサブセットと考えることができるが、陰
イオン電荷を含んでいてもよい。双性イオン性界面活性剤は、広義には、２級及び３級ア
ミンの誘導体、複素環２級及び３級アミンの誘導体、又は４級アンモニウム、４級ホスホ
ニウム又は３級スルホニウム化合物の誘導体として定義される。ある実施態様によれば、
両性界面活性剤は、陽性荷電した４級アンモニウムを含むか、場合によっては、スルホニ
ニウム若しくはホスホニウムイオン；陰性荷電したカルボキシル基；及びアルキル基を含
む。双性イオンは、陽イオン基及び陰イオン基を含有し、これらは分子の等電点領域では
概ね同程度にイオン化し、陽性－陰性荷電中心間で強い「内部塩」引力を発生する。かか
る双性イオン性合成界面活性剤の例としては、脂肪族４級アンモニウム、ホスホニウム、
及びスルホニウム化合物の誘導体（ここで脂肪族ラジカルは直鎖又は分岐鎖でもよく、脂
肪族置換基の１つが８～１８個の炭素原子を含有し、１つがアニオン性水溶性基（例えば
カルボキシル基）を含有する）が挙げられる。適切な双性イオン性界面活性剤としては、
ベタイン及びスルタイン界面活性剤が挙げられる。
【００９１】
　これらの化合物の一般式は以下である：
【化６】

【００９２】
　式中、Ｒ1は、０～１０個のエチレンオキシド成分と０～１個のグリセリル成分とを有
する、８～１８個の炭素原子を含有するアルキル、アルケニル、又はヒドロキシアルキル
ラジカルであり；Ｙは窒素、リン、又は硫黄原子であり；Ｒ2は、１～３個の炭素原子を
含有するアルキル又はモノヒドロキシアルキル基であり；Ｙが硫黄原子である場合、ｘは
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１であり、Ｙが窒素又はリン原子である場合、ｘは２であり；Ｒ3は、アルキレン又はヒ
ドロキシアルキレン又は１～４個の炭素原子のヒドロキシアルキレンであり；そしてＺは
カルボキシレートである。
【００９３】
　上記構造を有する双性イオン性界面活性剤の例としては、４－［Ｎ，Ｎ－ジ（２－ヒド
ロキシエチル）－Ｎ－オクタデシル）アンモニオ］－ブタン－１－カルボキシレート、及
び４－［Ｎ，Ｎ－ジ（２（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ（２－ヒドロキシドデシル）アン
モニオ］－ブタン－１－カルボキシレートが挙げられる。該洗浄界面活性剤に含有される
アルキル基は、直鎖でも分岐鎖でもよく、飽和でも不飽和でもよい。
【００９４】
　これらの界面活性剤の双性イオン群及び化合物種のリストは、Laughlin及びHeuringの
米国特許第３，９２９，６７８号（１９７５年１２月３０日）に記載されている。さらな
る例は、“Surface Active Agents and Detergents”（Vol.I 及びVol.II、Schwartz, Pe
rry and Berch）に記載されている。
【００９５】
組成物の実施態様
　本組成物の実施態様の代表的な成分濃度の幾つかの例を表ＡとＢに示すが、ここで値は
、総組成物重量に対して成分の重量％で示される。ある実施態様によれば、表ＡとＢの比
率と量は「約」により修飾することができる。
【００９６】
【表１】

【００９７】
【表２】

【００９８】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約１５重量％の界面活性ペルオキシカ
ルボン酸、約１～約１０重量％の界面活性ペルオキシカルボン酸、約２～約６重量％の界
面活性ペルオキシカルボン酸、又は約３～約４重量％の界面活性ペルオキシカルボン酸を
含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値
を含んでいればよい。
【００９９】
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　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤
、約１～約１５重量％のカルボン酸界面活性剤、又は約１～約６重量％のカルボン酸界面
活性剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何
れかの値を含んでいればよい。
【０１００】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約５～約９０重量％の担体、約１０～約８０重量
％の担体、約２０～約４０重量％の担体、又は約２５～約３５重量％の担体を含む。本組
成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでい
ればよい。
【０１０１】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約２～約５０重量％の酸化剤、約５～約４０重量
％の酸化剤、約５～約３０重量％の酸化剤、又は約１０～約２０重量％の酸化剤を含む。
本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含ん
でいればよい。
【０１０２】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約１０～約８０重量％の酸味剤、約２０～約７０
重量％の酸味剤、約３０～約７０重量％の酸味剤、又は約３５～約６５重量％の酸味剤を
含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値
を含んでいればよい。
【０１０３】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．２～約１０重量％の安定剤、約０．４～約
４重量％の安定剤、約０．６～約３重量％の安定剤、又は約１～約２重量％の安定剤を含
む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を
含んでいればよい。
【０１０４】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約１５重量％の界面活性ペルオキシカ
ルボン酸、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤、及び／又は約５～約９０重
量％の担体を含む。ある実施態様によれば、本組成物は、約１～約１０重量％の界面活性
ペルオキシカルボン酸、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤、及び／又は約
１０～約８０重量％の担体を含む。ある実施態様によれば、本組成物は、約２～約６重量
％の界面活性ペルオキシカルボン酸、約１～約１５重量％のカルボン酸界面活性剤、及び
／又は約２０～約４０重量％の担体を含む。ある実施態様によれば、本組成物は、約３～
約４重量％の界面活性ペルオキシカルボン酸、約１～約６重量％のカルボン酸界面活性剤
、及び／又は約２５～約３５重量％の担体を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のう
ち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１０５】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．５～約１５重量％の界面活性ペルオキシカ
ルボン酸、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤、約５～約９０重量％の担体
、約２～約５０重量％の酸化剤、約１０～約８０重量％の酸味剤、及び／又は約０．２～
約１０重量％の安定剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって
修飾されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１０６】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約１～約１０重量％の界面活性ペルオキシカルボ
ン酸、約０．５～約２０重量％のカルボン酸界面活性剤、約１０～約８０重量％の担体、
約５～約４０重量％の酸化剤、約２０～約７０重量％の酸味剤、及び／又は約０．４～約
４重量％の安定剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾
されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１０７】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約２～約６重量％の界面活性ペルオキシカルボン
酸、約１～約１５重量％のカルボン酸界面活性剤、約２０～約４０重量％の担体、約５～
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約３０重量％の酸化剤、約３０～約７０重量％の酸味剤、及び／又は約０．６～約３重量
％の安定剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されな
い何れかの値を含んでいればよい。
【０１０８】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約３～約４重量％の界面活性ペルオキシカルボン
酸、約１～約６重量％のカルボン酸界面活性剤、約２５～約３５重量％の担体、約１０～
約２０重量％の酸化剤、約３５～約６５重量％の酸味剤、約１～約２重量％の安定剤を含
む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を
含んでいればよい。
【０１０９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、例えば政府（例えばＦＤＡ又はＵＳＤＡ）の規則
及び規定、２１ＣＦＲ§１７０～１７８に従う食品、食品の洗浄、取り扱い、又は加工に
使用可能な成分のみを含む。ある実施態様によれば、本発明の組成物はＵＳＥＰＡ、４０
ＣＦＲ§１８０．９４０により食品との偶然接触が許容されている濃度の成分のみを含む
ものであってもよい。
【０１１０】
　本組成物は、液体、固体、ゲル、ペースト、単位用量、ゲルパックなどの形態とするこ
とができる。本組成物は、種々の容器又は媒体のうち、任意のものを用いて提供すること
ができる。例としては、２室型ディスペンサーに入れた形態や、ウェットタイプのテイッ
シュ、タオル、又はスポンジ等の形態が挙げられる。
【０１１１】
中鎖カルボン酸及び／又はペルオキシカルボン酸を含む組成物
　また、本発明の組成物及び方法は、例えば６～１２の炭素原子を有する中鎖ペルオキシ
カルボン酸を含んでいてもよい。例えば中鎖ペルオキシカルボン（ペルカルボン）酸は、
式Ｒ（ＣＯ3Ｈ）n（ここでＲはＣ5～Ｃ11アルキル基、Ｃ5～Ｃ11シクロアルキル基、Ｃ5

～Ｃ11アリールアルキル基、Ｃ5～Ｃ11アリール基、又はＣ5～Ｃ11複素環基であり；ｎは
１、２、又は３である）で表わすことができる。本発明の組成物及び方法において有用な
中鎖ペルオキシカルボン酸としては、ペルオキシペンタン酸、ペルオキシヘキサン酸、ペ
ルオキシヘプタン酸、ペルオキシオクタン酸、ペルオキシノナン酸、ペルオキシデカン酸
、ペルオキシウンデカン酸、ペルオキシドデカン酸、ペルオキシアスコルビン酸、ペルオ
キシアジピン酸、ペルオキシクエン酸、ペルオキシピメリン酸、又はペルオキシスベリン
酸、これらの混合物などが挙げられる。これらの中鎖ペルオキシカルボン酸のアルキル骨
格は、直鎖でも、分岐鎖でも、これらの混合物でもよい。２つ以上のカルボキシレート部
分を有するカルボン酸のペルオキシ型は、それらのカルボキシル成分のうち１又は２以上
がペルオキシカルボキシル成分として存在していてもよい。
【０１１２】
　ペルオキシオクタン（又はペルオクタン）酸は、例えばｎ－ペルオキシオクタン酸の式
：ＣＨ3（ＣＨ2）6ＣＯＯＯＨを有するペルオキシカルボン酸である。ペルオキシオクタ
ン酸は、直鎖アルキル部分を有する酸でも、分岐鎖アルキル部分を有する酸でも、これら
の混合物でもよい。ペルオキシオクタン酸は表面活性であり、微生物表面等の疎水性表面
の湿潤化を促進することが可能である。
【０１１３】
　中鎖ペルオキシカルボン酸としては、Ｃ６～Ｃ１２ペルオキシカルボン酸、又はこれら
を含んでなるものが挙げられる。Ｃ６～Ｃ１２ペルオキシカルボン酸としては、ペルオキ
シヘキサン酸、ペルオキシヘプタン酸、ペルオキシオクタン酸、ペルオキシノナン酸、ペ
ルオキシデカン酸、ペルオキシウンデカン酸、ペルオキシドデカン酸、又はこれらの混合
物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。中鎖ペルオキシカルボン酸としては、Ｃ
７～Ｃ１２ペルオキシカルボン酸、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。Ｃ７～Ｃ
１２ペルオキシカルボン酸としては、ペルオキシヘプタン酸、ペルオキシオクタン酸、ペ
ルオキシノナン酸、ペルオキシデカン酸、ペルオキシウンデカン酸、ペルオキシドデカン
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酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。中鎖ペルオキシカ
ルボン酸としては、Ｃ６～Ｃ１０ペルオキシカルボン酸、又はこれらを含んでなるものが
挙げられる。Ｃ６～Ｃ１０ペルオキシカルボン酸は、ペルオキシヘキサン酸、ペルオキシ
ヘプタン酸、ペルオキシオクタン酸、ペルオキシノナン酸、ペルオキシデカン酸、又はこ
れらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。中鎖ペルオキシカルボン酸と
しては、Ｃ８～Ｃ１０ペルオキシカルボン酸、又はこれらを含んでなるものが挙げられる
。Ｃ８～Ｃ１０ペルオキシカルボン酸は、ペルオキシオクタン酸、ペルオキシノナン酸、
ペルオキシデカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。
ある実施態様によれば、中鎖ペルオキシオクタン酸としては、ペルオキシオクタン酸、ペ
ルオキシデカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。あ
る実施態様によれば、中鎖ペルオキシカルボン酸としては、ペルオキシオクタン酸、又は
これを含んでなるものが挙げられる。
【０１１４】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．０００５～約５重量％の中鎖ペルオキシカ
ルボン酸、約０．３～約７重量％の中鎖ペルオキシカルボン酸、約０．５～約５重量％の
中鎖ペルオキシカルボン酸、約０．５～約４重量％の中鎖ペルオキシカルボン酸、約０．
８～約３重量％の中鎖ペルオキシカルボン酸、約１～約３重量％の中鎖ペルオキシカルボ
ン酸、又は約１～約２重量％の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む。本組成物は、これらの
範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１１５】
　本発明の組成物及び方法は、例えば６～１２個の炭素原子を含有する中鎖カルボン酸を
含んでいてもよい。例えば中鎖カルボン酸は、式Ｒ－ＣＯＯＨ（ここでＲはＣ5～Ｃ11ア
ルキル基、Ｃ5～Ｃ11シクロアルキル基、Ｃ5～Ｃ11アリールアルキル基、Ｃ5～Ｃ11アリ
ール基、又はＣ5～Ｃ11複素環基である）で表わすことができる。適切な中鎖カルボン酸
としては、ペンタン酸、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、ウ
ンデカン酸、ドデカン酸、アスコルビン酸、クエン酸、アジピン酸、ピメリン酸、又はス
ベリン酸が挙げられる。これらの中鎖カルボン酸のアルキル骨格は、直鎖でも、分岐鎖で
も、又はこれらの混合物でもよい。一般に有用なカルボン酸としては、Ｒ基の主アルキル
鎖の長さがＣ4～Ｃ11であるカルボキシル基を、１つ又は２つ有するものが挙げられる。
ここで主アルキル鎖とは、分子中の炭素鎖のうち炭素原子長が最も長く、カルボキシル官
能基が直接結合している炭素鎖である。
【０１１６】
　ある実施態様によれば、本組成物及び本方法は、中鎖カルボン酸を含む。中鎖カルボン
酸としては、Ｃ６～Ｃ１２カルボン酸、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。Ｃ６
～Ｃ１２カルボン酸としては、ヘキサン酸、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン
酸、ウンデカン酸、ドデカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙
げられる。中鎖カルボン酸としては、Ｃ７～Ｃ１２カルボン酸、又はこれらを含んでなる
ものが挙げられる。Ｃ７～Ｃ１２カルボン酸としては、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン
酸、デカン酸、ウンデカン酸、ドデカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでな
るものが挙げられる。中鎖ペルオキシカルボン酸としては、Ｃ６～Ｃ１０カルボン酸、又
はこれらを含んでなるものが挙げられる。Ｃ６～Ｃ１０カルボン酸としては、ヘキサン酸
、ヘプタン酸、オクタン酸、ノナン酸、デカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含
んでなるものが挙げられる。中鎖カルボン酸としては、Ｃ８～Ｃ１０カルボン酸、又はこ
れらを含んでなるものが挙げられる。Ｃ８～Ｃ１０カルボン酸としては、オクタン酸、ノ
ナン酸、デカン酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。あ
る実施態様によれば、中鎖カルボン酸としては、オクタン酸、デカン酸、又はこれらの混
合物、又はこれらを含んでなるものが挙げられる。ある実施態様によれば、中鎖カルボン
酸は、オクタン酸であるか、又はオクタン酸を含んでなる。
【０１１７】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．００１～約８重量％の中鎖カルボン酸、約
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１～約１０重量％の中鎖カルボン酸、約１～約８重量％の中鎖カルボン酸、約１．５～約
６重量％の中鎖カルボン酸、約２～約８重量％の中鎖カルボン酸、約２～約６重量％の中
鎖カルボン酸、約２～約４重量％の中鎖カルボン酸、約２．５～約５重量％の中鎖カルボ
ン酸、約３～約６重量％の中鎖カルボン酸、約３～約５重量％の中鎖カルボン酸を含む。
本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含ん
でいればよい。
【０１１８】
　ある実施態様によれば、本組成物及び本方法は、中鎖ペルオキシカルボン酸及び対応す
る中鎖カルボン酸を含む。
【０１１９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、食品に関連する１又は２以上の食物由来病原性細
菌を死滅させるのに有効な量の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む。こうした細菌の例とし
ては、サルモネラ・ティフィムリウム（Salmonella typhimurium）、サルモネラ・ジャビ
アーナ（Salmonella javiana）、カンピロバクター・ジェジュニ（Campylobactre jejuni
）、リステリア菌（Listeria monocytogenes）、及び大腸菌（E. coli）Ｏ１５７：Ｈ７
、酵母、カビなどが挙げられる。ある実施態様によれば、本組成物は、医療表面及び環境
に関連する１又は２以上の病原性細菌を死滅させるのに有効な量の中鎖ペルオキシカルボ
ン酸を含む。こうした細菌の例としては、サルモネラ・ティフィムリウム（Salmonella t
yphimurium）、黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）、サルモネラ・コレラスルス
（Salmonella choleraesurus）、緑膿菌（Pseudomonas aeruginosa）、大腸菌（E. coli
）、マイコバクテリア（mycobacteria）、酵母、カビなどが挙げられる。本発明の組成物
及び方法は、多種多様な微生物、例えば、リステリア菌（Listeria monocytogenes）又は
黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）等のグラム陽性細菌、大腸菌（E. coli）又は
緑膿菌（Pseudomonas aeruginosa）等グラム陰性細菌、酵母、カビ、細菌胞子、ウイルス
などに対して活性を有する。上記したように本発明の組成物及び方法は、多種多様なヒト
病原体に対して活性を有する。本組成物及び本方法は、食品加工表面上、食品の表面上、
食品の洗浄又は加工に使用される水の中、医療表面上、又は医療環境上に存在する、多種
多様な微生物を死滅させることができる。
【０１２０】
　ある実施態様によれば、本組成物は、多量の短鎖ペルオキシカルボン酸を含む必要は無
い。例えば、本組成物は、添加された（added）短鎖ペルオキシカルボン酸を含まなくて
もよい。本明細書において、添加された物質（added material）を含まないとは、組成物
に含まれるその物質が、例えば他の成分中に成分若しくは不純物として含まれる程度、又
は微少な副反応により偶発的に生じた程度の、偶然量又は微量しか存在しないことを意味
する。
【０１２１】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸と比較的少量の短鎖ペ
ルオキシカルボン酸とを含む。例えば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカ
ルボン酸、又はこれらの混合物８部当たり、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボ
ン酸を含んでいてもよい。例えば、本組成物は、普通の人が不快と感じる臭いを生じない
程度の量の短鎖ペルオキシカルボン酸を含んでいてもよい。
【０１２２】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸を含み、多量のペルオ
キシ酢酸は含まず、添加されたペルオキシ酢酸を含まず、ペルオキシ酢酸８部当たり、約
１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含むか、又は普通の人が不快と感じる臭
いを生じない程度の量のペルオキシ酢酸を含んでいてもよい。
【０１２３】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸を含むが、多量の短鎖
カルボン酸を含む必要は無い。例えば、本組成物は、添加された短鎖カルボン酸を含まな
い。ある実施態様によれば、本組成物は、比較的少量の短鎖カルボン酸を含む。さらなる
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例として、本組成物は、各８部の短鎖カルボン酸につき約１部又はそれ以上の中鎖ペルオ
キシカルボン酸を含んでいてもよい。例えば、本組成物は、普通の人が不快と感じる臭い
を生じない程度の量の短鎖カルボン酸を含んでいてもよい。
【０１２４】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸を含み、多量の酢酸を
含む必要は無く、添加された酢酸を含まず、酢酸各８部につき約１部又はそれ以上の中鎖
ペルオキシカルボン酸を含むか、又は普通の人が不快と感じる臭いを生じない程度の量の
酢酸を含む。ある実施態様によれば、本組成物は、例えば１０重量％未満、５重量％未満
、２重量％未満、又は１重量％未満の酢酸を含む。ある実施態様によれば、本使用組成物
は、４０ｐｐｍ未満、２０ｐｐｍ未満、１０ｐｐｍ未満、又は５ｐｐｍ未満の酢酸を含む
。
【０１２５】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸を含み、多量の短鎖ペ
ルオキシカルボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を含む必要は無い。例えば、
本組成物は、添加された短鎖ペルオキシカルボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合
物を含まなくてよい。例えば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸
、又はこれらの混合物を、普通の人が不快と感じる臭いを生じない程度の濃度で含んでい
てもよい。ある実施態様によれば、本組成物は、多量の酢酸、ペルオキシ酢酸、又はこれ
らの混合物を含まず；添加された酢酸、ペルオキシ酢酸、又はこれらの混合物を含まず；
酢酸、ペルオキシ酢酸、又はこれらの混合物各８部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペ
ルオキシカルボン酸を含むか；又は、普通の人が不快と感じる臭いを生じない程度の量の
酢酸、ペルオキシ酢酸、又はこれらの混合物を含む。
【０１２６】
　ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各８部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各７部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各６部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各５部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各４部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各３部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各２部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む
。ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又
はこれらの混合物各１部につき約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含む。
【０１２７】
　ある実施態様によれば、本組成物が有する臭いは、（例えば快不快度評価により測定し
た場合に）５、４、３、２、又は１重量％の酢酸水溶液よりも不快度が低い。ある実施態
様によれば、本組成物が有する臭いは、（例えば快不快度評価により測定した場合に）５
重量％の酢酸水溶液よりも不快度が低い。ある実施態様によれば、本組成物が有する臭い
は、（例えば快不快度評価により測定した場合に）４重量％の酢酸水溶液よりも不快度が
低い。ある実施態様によれば、本組成物が有する臭いは、（例えば快不快度評価により測
定した場合に）３重量％の酢酸水溶液よりも不快度が低い。ある実施態様によれば、本組
成物が有する臭いは、（例えば快不快度評価により測定した場合に）２重量％の酢酸水溶
液よりも不快度が低い。ある実施態様によれば、本組成物が有する臭いは（例えば快不快
度評価により測定した場合に）１重量％の酢酸水溶液よりも不快度が低い。
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【０１２８】
　ある実施態様によれば、本組成物は、中鎖ペルオキシカルボン酸を含み、短鎖ペルオキ
シカルボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を、全く含まないか、ほんのわずか
に、又は比較的少量含む。例えば、ある実施態様によれば、本組成物は、添加された短鎖
カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、又はこれらの混合物を実質的に含まない。例え
ば、ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、
又はこれらの混合物を、中鎖ペルオキシカルボン酸を溶解させない程度の濃度で含む。例
えば、ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸
、又はこれらの混合物を、不快臭を引き起こさない程度の濃度で含んでいてもよい。例え
ば、ある実施態様によれば、本組成物は、短鎖カルボン酸、短鎖ペルオキシカルボン酸、
又はこれらの混合物各８部につき、約１部又はそれ以上の中鎖ペルオキシカルボン酸を含
んでいてもよい。
【０１２９】
　本発明の実施態様は、中鎖カルボン酸及び中鎖ペルオキシカルボン酸を含んでおり、一
部の実施態様は特に、短鎖ペルオキシカルボン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物
を除外している。しかしながら、本組成物の実施態様は、短鎖ペルオキシカルボン酸、短
鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を含んでいてもよい。組成物に短鎖ペルオキシカルボ
ン酸、短鎖カルボン酸、又はこれらの混合物を加えたからといって、組成物が必ずしも本
発明の趣旨及び範囲から除外される訳ではない。
【０１３０】
　中鎖ペルオキシカルボン酸を含むある実施態様によれば、本組成物は、約０．００１～
約３０重量％の酸化剤、約０．００１～約１０重量％の酸化剤、約０．００２～約１０重
量％の酸化剤、約２～約３０重量％の酸化剤、約２～約２５重量％の酸化剤、約２～約２
０重量％の酸化剤、約４～約２０重量％の酸化剤、約５～約１０重量％の酸化剤、又は約
６～約１０重量％の酸化剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によ
って修飾されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１３１】
　中鎖ペルオキシカルボン酸を含むある実施態様によれば、本組成物は、約０．００１～
約５０重量％の酸味剤、約０．００１～約３０重量％の酸味剤、約１～約５０重量％の酸
味剤、約１～約３０重量％の酸味剤、約２～約４０重量％の酸味剤、約２～約１０重量％
の酸味剤、約３～約４０重量％の酸味剤、約５～約４０重量％の酸味剤、約５～約２５重
量％の酸味剤、約１０～約４０重量％の酸味剤、約１０～約３０重量％の酸味剤、約１５
～約３５重量％の酸味剤、約１５～約３０重量％の酸味剤、又は約４０～約６０重量％の
酸味剤を含む。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何
れかの値を含んでいればよい。
【０１３２】
　中鎖ペルオキシカルボン酸を含むある実施態様によれば、本組成物は、約０．００１～
約５０重量％の安定剤、約０．００１～約５重量％の安定剤、約０．５～約５０重量％の
安定剤、約１～約５０重量％の安定剤、約１～約３０重量％の安定剤、約１～約１０重量
％の安定剤、約１～約５重量％の安定剤、約１～約３重量％の安定剤、約２～約１０重量
％の安定剤、約２～約５重量％の安定剤、又は約５～約１５重量％の安定剤を含む。本組
成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでい
ればよい。
【０１３３】
短鎖カルボン酸及び／又はペルオキシカルボン酸を含む組成物
　ある実施態様によれば、本発明の組成物はまた、例えば２～４個の炭素原子を含有する
短鎖ペルオキシカルボン酸を含んでいてもよい。例えば短鎖ペルオキシカルボン（ペルカ
ルボン）酸は、式Ｒ（ＣＯ3Ｈ）n（ここでＲはＣ2～Ｃ4アルキル基であり、ｎは１又は２
である）を有する。本発明の組成物及び方法において有用な短鎖ペルオキシカルボン酸と
しては、ペルオキシ酢酸、ペルオキシプロピオン酸、又はペルオキシ酪酸、これらの混合
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物などが挙げられる。短鎖ペルオキシカルボン酸のアルキル骨格は、直鎖でも分岐鎖でも
よい。２つ以上のカルボキシレート部分を有するペルオキシ型のカルボン酸の場合は、そ
れらのカルボキシル成分のうち１又は２以上が、ペルオキシカルボキシル成分として存在
していてもよい。
【０１３４】
　短鎖ペルオキシカルボン酸は、Ｃ２～Ｃ４ペルオキシカルボン酸、又はこれらを含んで
なるものが挙げられる。Ｃ６～Ｃ１２ペルオキシカルボン酸は、ペルオキシ酢酸、ペルオ
キシプロピオン酸、ペルオキシ酪酸、又はこれらの混合物、又はこれらを含んでなるもの
が挙げられる。ある実施態様によれば、短鎖ペルオキシカルボン酸は、ペルオキシ酢酸で
あるか、これを含んでなる。ある実施態様によれば、本組成物は、約０．１～約２５重量
％の短鎖ペルオキシカルボン酸、約３～約２０重量％の短鎖ペルオキシカルボン酸、又は
約５～約１５重量％の短鎖ペルオキシカルボン酸を含む。本組成物は、これらの範囲又は
量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでいればよい。
【０１３５】
　本発明の組成物及び方法は、例えば２～４個の炭素原子を含有する短鎖カルボン酸を含
んでいてもよい。例えば、短鎖カルボン酸は、式Ｒ－ＣＯＯＨ（ここでＲはＣ2～Ｃ4アル
キル基である）を有する。適切な短鎖カルボン酸としては、酢酸、プロピオン酸、又は酪
酸が挙げられる。これらの短鎖カルボン酸のアルキル骨格は、直鎖でも分岐鎖でもよく、
又はこれらの混合物でもよい。一般に有用なカルボン酸としては、Ｒ基の主アルキル鎖の
長さがＣ2～Ｃ4であるカルボキシル基を、１つ又は２つ有するものが挙げられる。ここで
主アルキル鎖とは、分子の炭素鎖のうち、炭素原子長が最も長く、カルボキシル官能基が
直接結合している炭素鎖をいう。
【０１３６】
　ある実施態様によれば、本組成物及び本方法は、短鎖カルボン酸を含む。短鎖カルボン
酸としては、Ｃ２～Ｃ４カルボン酸が挙げられる。Ｃ６～Ｃ１２カルボン酸としては、酢
酸、プロピオン酸、ブタン酸、又はこれらの混合物が挙げられる。ある実施態様によれば
、本組成物は、約０．１～約２５重量％の短鎖ペルオキシカルボン酸、約３～約２０重量
％の短鎖ペルオキシカルボン酸、又は約５～約１５重量％の短鎖カルボン酸を含む。本組
成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでい
ればよい。
【０１３７】
　ある実施態様によれば、本組成物及び本方法は、短鎖ペルオキシカルボン酸、及び対応
する短鎖カルボン酸を含む。
【０１３８】
　ある実施態様によれば、本組成物は、抗微生物活性を示す有効量に満たない程度の短鎖
ペルオキシカルボン酸を含み、或いは短鎖ペルオキシカルボン酸を実質的に含まない。
【０１３９】
担体
　また、本発明の組成物は、担体を含んでいてもよい。担体は、組成物の他の成分を溶解
、懸濁、又は運搬する媒体となる。例えば、担体は、界面活性ペルオキシカルボン酸の溶
解、懸濁、又は産生のための、更には平衡混合物を生成するための媒体となり得る。また
、担体は、ある対象上に本発明の抗微生物組成物を送達し、湿潤させる機能も有し得る。
このために、これらの機能を促進し得る任意の成分を、担体に含有させてもよい。
【０１４０】
　一般に、担体は主成分として水を含む。水は溶解を促進し、反応及び平衡のための媒体
として機能し得る。担体は、有機溶媒を含有していてもよく、有機溶媒を主成分としてい
てもよい。有機溶媒としては、単純アルキルアルコール、例えばエタノール、イソプロパ
ノール、ｎ－プロパノールなどが挙げられる。また、グリセロール、ソルビトールなどの
ポリオールも、有用な担体である。
【０１４１】
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　適切な担体としては、グリコールエーテルが挙げられる。適切なグリコールエーテルと
しては、ジエチレングリコールｎ－ブチルエーテル、ジエチレングリコールｎ－プロピル
エーテル、ジエチレングリコールエチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエーテル
、ジエチレングリコールｔ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールｎ－ブチルエーテ
ル、ジプロピレングリコールメチルエーテル、ジプロピレングリコールエチルエーテル、
ジプロピレングリコールプロピルエーテル、ジプロピレングリコールｔｅｒｔ－ブチルエ
ーテル、エチレングリコールブチルエーテル、エチレングリコールプロピルエーテル、エ
チレングリコールエチルエーテル、エチレングリコールメチルエーテル、エチレングリコ
ールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールｎ－ブチルエーテル、プロピレン
グリコールエチルエーテル、プロピレングリコールメチルエーテル、プロピレングリコー
ルｎ－プロピルエーテル、トリプロピレングリコールメチルエーテル、及びトリプロピレ
ングリコールｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールフェニルエーテル（ダウケミカル
社（Dow Chemical Co.）からＤＯＷＡＮＯＬＥＰＨ（登録商標）として市販されている）
、プロピレングリコールフェニルエーテル（ダウケミカル社（Dow Chemical Co.）からＤ
ＯＷＡＮＯＬＰＰＨ（登録商標）として市販されている）など、又はこれらの混合物が挙
げられる。追加の適切な市販のグリコールエーテル（これらのすべてがユニオンカーバー
ド社（Union Carbide Corp.）から入手できる）には、ブトキシエチルＰＲＯＰＡＳＯＬ
（登録商標）、ブチルＣＡＲＢＩＴＯＬ（登録商標）アセテート、ブチルＣＡＲＢＩＴＯ
Ｌ（登録商標）、ブチルＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登録商標）、ブチルＤＩＰＲＯＰＡＳＯ
Ｌ（登録商標）、ブチルＰＲＰＡＳＯＬ（登録商標）、ＣＡＲＢＩＴＯＬ（登録商標）Ｐ
Ｍ－６００、ＣＡＲＢＩＴＯＬ（登録商標）低比重（Low Gravity）、ＣＥＬＬＯＳＯＬ
ＶＥ（登録商標）アセテート、ＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登録商標）、エステルＥＥＰ（登
録商標）、ＦＩＬＭＥＲ ＩＢＴ（登録商標）、ヘキシルＣＡＲＢＩＴＯＬ（登録商標）
、ヘキシルＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登録商標）、メチルＣＡＲＢＩＴＯＬ（登録商標）、
メチルＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登録商標）アセテート、メチルＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登
録商標）、メチルＤＩＰＲＯＰＡＳＯＬ（登録商標）、メチルＰＲＯＰＡＳＯＬ（登録商
標）アセテート、メチルＰＲＯＰＡＳＯＬ（登録商標）、プロピルＣＡＲＢＩＴＯＬ（登
録商標）、プロピルＣＥＬＬＯＳＯＬＶＥ（登録商標）、プロピルＤＩＰＲＯＰＡＳＯＬ
（登録商標）、及びプロピルＰＲＯＰＡＳＯＬ（登録商標）がある。
【０１４２】
　一般に、担体は本発明の組成物の大部分を構成する。活性抗微生物成分、酸化剤、アジ
ュバントなどを除いた本組成物の残りを、全て担体としてもよい。繰り返しになるが、担
体の濃度及び種類は、組成物全体の性質、保存環境、及び施用法（界面活性ペルオキシカ
ルボン酸の濃度などを含む）に依存する。特に担体は、本発明の組成物中の界面活性ペル
オキシカルボン酸の抗微生物活性を阻害しない濃度で選択し、使用べきである。
【０１４３】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約５～約９０重量％の担体、約１０～約８０重量
％の担体、約２０～約４０重量％の担体、又は約２５～約３５重量％の担体を含む。本組
成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでい
ればよい。
【０１４４】
酸化剤
　本組成物及び方法は、種々の酸化剤のうち任意のものを含んでいてもよい。酸化剤は、
ペルオキシカルボン酸の維持又は作製に使用することができる。
【０１４５】
　無機酸化剤の例には、以下の種類の化合物、若しくはこれらの化合物の供給源、又は、
これらの種類の化合物を含む、若しくはこれらと付加物を形成するアルカリ金属塩が挙げ
られる。
【０１４６】
　過酸化水素；
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　第１族（ＩＡ族）酸化剤、例えば過酸化リチウム、過酸化ナトリウムなど；
　２族（IIＡ族）酸化剤、例えば過酸化マグネシウム、過酸化カルシウム、過酸化ストロ
ンチウム、過酸化バリウムなど；
　第１２族（IIＢ族）酸化剤、例えば過酸化亜鉛など；
【０１４７】
　第１３族（IIIＡ族）酸化剤、例えばホウ素化合物、例えば過ホウ素塩、例えば式Ｎａ2

［Ｂｒ2（Ｏ2）2（ＯＨ）4］・６Ｈ2Ｏの過ホウ素塩ナトリウム六水和物（過ホウ素塩ナ
トリウム四水和物とも呼ばれ、以前はＮａＢＯ3・４Ｈ2Ｏと書かれた）；式Ｎａ2Ｂｒ2（
Ｏ2）2［（ＯＨ）4］・４Ｈ2Ｏの過ホウ素塩ナトリウム四水和物（過ホウ素塩ナトリウム
三水和物とも呼ばれ、以前はＮａＢＯ3・３Ｈ2Ｏと書かれた）；式Ｎａ2［Ｂ2（Ｏ2）2（
ＯＨ）4］の過ホウ素塩ナトリウム（過ホウ素塩ナトリウム一水和物とも呼ばれ、以前は
ＮａＢＯ3・Ｈ2Ｏと書かれた）；など；ある実施態様によれば、過ホウ素塩；
【０１４８】
　第１４族（IVＡ族）酸化剤、例えば過ケイ酸塩及びペルオキシ炭酸塩（これらはアルカ
リ金属の過炭酸塩とも呼ばれる）、例えばアルカリ金属のペルケイ酸塩又はペルオキシ炭
酸塩；など；ある実施態様によれば、過炭酸塩；ある実施態様によれば、過ケイ酸塩；
【０１４９】
　第１５族（ＶＡ族）酸化剤、例えば例えばペルオキシ亜硝酸及びその塩；ペルオキシリ
ン酸及びその塩、例えば過りん酸塩；など；ある実施態様によれば、過りん酸塩；
【０１５０】
　第１６族（VIＡ族）酸化剤、例えばペルオキシ硫酸及びその塩、例えばペルオキシモノ
硫酸及びペルオキシジ硫酸、及びその塩、例えば過硫酸塩、例えば過硫酸ナトリウム；な
ど；別の実施態様によれば、過硫酸塩；
　第VIIａ族酸化剤、例えば過ヨウ素酸ナトリウム、過塩素酸カリウムなど。
【０１５１】
　他の活性無機酸素化合物としては、遷移金属過酸化物；及び、他のかかる過酸素化合物
、及びこれらの混合物が挙げられる。
【０１５２】
　ある実施態様によれば、本発明の組成物及び方法では、上記の１又は２以上の無機酸化
剤を使用する。適切な無機酸化剤には、オゾン、過酸化水素、過酸化水素付加物、IIIＡ
属酸化剤、VIＡ属酸化剤、ＶＡ属酸化剤、VIIＡ属酸化剤、又はこれらの混合物がある。
かかる無機酸化剤の適切な例としては、過炭酸塩、過ホウ酸塩、過硫酸塩、過リン酸塩、
過ケイ酸塩、又はこれらの混合物が挙げられる。
【０１５３】
　過酸化水素は、無機酸化剤の１つの適切な例である。過酸化水素は、過酸化水素と水と
の混合物、例えば液体過酸化水素の水溶液として提供することができる。過酸化水素は、
３５％、７０％、及び９０％水溶液として市販されている。安全の観点から、一般に３５
％が使用される。本組成物は、例えば約２～約３０重量％、又は約５～約２０重量％の過
酸化水素を含む。
【０１５４】
　ある実施態様によれば、無機酸化剤には、過酸化水素付加物が含まれる。例えば、無機
酸化剤には、過酸化水素、過酸化水素付加物、又はこれらの混合物が含まれる。種々の過
酸化水素付加物の何れも、本発明の組成物及び方法における使用に適している。例えば、
適切な過酸化水素付加物としては、過炭酸塩、過酸化尿素、ホウ酸ペルアセチル、及びＨ

2Ｏ2の付加物、及びポリビニルピロリドン、過炭酸ナトリウム、過炭酸カリウム、これら
の混合物などが挙げられる。適切な過酸化水素付加物としては、過炭酸塩、過酸化尿素、
ホウ酸ペルアセチル、Ｈ2Ｏ2の付加物、ポリビニルピロリドン、又はこれらの混合物が挙
げられる。適切な過酸化水素付加物としては、過炭酸ナトリウム、過炭酸カリウム、これ
らの混合物、例えば過炭酸ナトリウムが挙げられる。
【０１５５】
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　ある実施態様によれば、本組成物及び本方法は、過酸化水素を酸化剤として含んでいて
もよい。過炭酸と組合せた過酸化水素は、微生物に対して若干の抗微生物作用を示す場合
がある。さらに、過酸化水素は発泡作用を有し、これによって施用対象の任意の表面を洗
浄することができる。過酸化水素はいったん施用されると機械的な洗浄流作用（mechanic
al flushing action）を示し、これによって対象の表面がさらに洗浄される。過酸化水素
のさらなる利点として、使用及び分解時における本組成物の食品適合性が挙げられる。
【０１５６】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約２～約５０重量％の酸化剤、約５～約４０重量
％の酸化剤、約５～約３０重量％の酸化剤、約１０～約２０重量％の酸化剤を含む。本組
成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含んでい
ればよい。
【０１５７】
酸味剤
　ある実施態様によれば、本組成物は酸味剤を含んでいてもよい。酸味剤は、カルボン酸
をペルオキシカルボン酸に変換するための触媒として作用する。酸味剤は、ｐＨが約１以
下の濃縮組成物を生成するのに有効である。酸味剤は、ｐＨが約５、約５以下、約４、約
４以下、約３、約３以下、約２、約２以下などの使用組成物を生成するのに有効である。
ある実施態様によれば、酸味剤としては無機酸が挙げられる。適切な無機酸としては、硫
酸、リン酸、硝酸、塩酸、メタンスルホン酸、エタンスルホン酸、プロパンスルホン酸、
ブタンスルホン酸、キシレンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸、これらの混合物などが挙
げられる。
【０１５８】
　ある実施態様によれば、酸味剤は、ｐＫａが４未満のカルボン酸を含む。ｐＫａが４未
満の適切なカルボン酸としては、ヒドロキシ酢酸、ヒドロキシプロピオン酸、他のヒドロ
キシカルボン酸、これらの混合物などが挙げられる。
【０１５９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約１０～約８０重量％の酸味剤、約２０～約７０
重量％の酸味剤、約３０～約７０重量％の酸味剤、約３５～約６５重量％の酸味剤を含む
。本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含
んでいればよい。
【０１６０】
安定剤
　過酸及び過酸化水素を安定化するとともに、本発明の組成物内における本成分の早期分
解を防止するため、１又は２以上の安定剤を本発明の組成物に加えることができる。
【０１６１】
　適切な安定剤としては、キレート剤又は金属イオン封鎖剤が挙げられる。適切な金属イ
オン封鎖剤としては、溶液中の金属イオン、特に遷移金属イオンを封鎖する有機キレート
化合物が挙げられる。かかる金属イオン封鎖剤としては、有機アミノ－又はヒドロキシ－
ポリリン酸錯化物質（酸型又は可溶性の塩型）、カルボン酸（例えば、ポリマー性ポリカ
ルボキシレート）、ヒドロキシカルボン酸、又はアミノカルボン酸が挙げられる。
【０１６２】
　金属イオン封鎖剤としては、ホスホン酸若しくはホスホネート、又はこれらを含むもの
が挙げられる。適切なホスホン酸及びホスホネートとしては、１－ヒドロキシエチリデン
－１，１－ジホスホン酸（ＣＨ3Ｃ（ＰＯ3Ｈ2）2ＯＨ）（ＨＥＤＰ）；エチレンジアミン
テトラキスメチレンホスホン酸（ＥＤＴＭＰ）；ジエチレントリアミンペンタキスメチル
レーンホスホン酸（ＤＴＰＭＰ）；シクロヘキサン－１，２－テトラメチレンホスホン酸
；アミノ［トリ（メチレンホスホン酸）］；（エチレンジアミン［テトラメチレン－ホス
ホン酸）］；２－ホスフェンブタン－１，２，４－トリカルボン酸；又はこれらの塩、例
えばアルカリ金属塩、アンモニウム塩、又はアルキロイル塩、例えばモノ、ジ、若しくは
テトラエタノールアミン塩；又はこれらの混合物が挙げられる。
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【０１６３】
　適切な有機ホスホネートとしては、ＨＥＤＰが挙げられる。
【０１６４】
　市販の食品添加剤キレート剤としては、商品名DEQUEST（登録商標）として販売されて
いるホスホネート、例えばDEQUEST（登録商標）2010としてモンサントインダストリアル
ケミカルズ社（Monsanto Industrial Chemicals Co.）（セントルイス、ミズーリ州）か
ら入手できる１－ヒドロキシエチリデン－１，１－ジホスホン酸；ＤＥＱＵＥＳＴ（登録
商標）２０００としてモンサント（Monsanto）から入手できるアミノ（トリ（メチレンホ
スホン酸））、（Ｎ［ＣＨ2ＰＯ3Ｈ2］3）；DEQUEST（登録商標）2041としてモンサント
（Monsanto）から入手できるエチレンジアミン［テトラ（メチレンホスホン酸））；及び
、モベイケミカル社（Mobay Chemical Coprporation）無機化成品部門（ピッツバーグ、
ペンシルバニア州）からBayhibitAMとして入手できる２－ホスホノブタン－１，２，４－
トリカルボン酸が挙げられる。
【０１６５】
　金属イオン封鎖剤は、アミノカルボン酸型の金属イオン封鎖剤であるか、又はこれを含
むものであってもよい。適切なアミノカルボン酸型の金属イオン封鎖剤としては、酸又は
そのアルカリ金属塩、例えばアミノ酢酸塩及びその塩が挙げられる。適切なアミノカルボ
キシレートとしては、Ｎ－ヒドロキシエチルアミノ二酢酸；ヒドロキシエチレンジアミン
四酢酸、ニトリロ三酢酸（ＮＴＡ）；エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）；Ｎ－ヒドロ
キシエチレンジアミン四酢酸（ＨＥＤＴＡ）；ジエチレンジアミン五酢酸（ＤＴＰＡ）；
及びアラニン－Ｎ，Ｎ－二酢酸；など；及び、これらの混合物が挙げられる。
【０１６６】
　金属イオン封鎖剤は、ポリカルボキシレートであるか、又はこれを含むものであっても
よい。適切なポリカルボキシレートとしては、例えば、ポリアクリル酸、マレイック／オ
レフィンコポリマー、アクリリック／マレイックコポリマー、ポリメタクリル酸、アクリ
ル酸－メタクリル酸コポリマー、加水分解ポリアクリルアミド、加水分解ポリメタクリル
アミド、加水分解ポリアミド－メタクリルアミドコポリマー、加水分解ポリアクリロニト
リル、加水分解ポリメタクリロニトリル、加水分解アクリロニトリル－メタクリロニトリ
ルコポリマー、ポリマレイン酸、ポリフマル酸、アクリル酸とイタコン酸とのコポリマー
、ホスフィノポリカルボキシレート、これらの酸型若しくは塩型、これらの混合物などが
挙げられる。
【０１６７】
　ある実施態様によれば、本組成物は、約０．２～約１０重量％の安定剤、約０．４～約
４重量％の安定剤、約０．６～約３重量％の安定剤、約１～約２重量％の安定剤を含む。
本組成物は、これらの範囲又は量のうち、「約」によって修飾されない何れかの値を含ん
でいればよい。
【０１６８】
アジュバント
　また、本発明の抗微生物組成物は、種々のアジュバントのうち任意のものを含んでいて
もよい。特に、本発明の組成物は、組成物に添加することが可能な種々の成分の中でも、
湿潤剤、消泡剤、増粘剤、発泡剤、固化剤、化粧剤（すなわち、着色剤（例えば顔料）、
着臭剤、又は香料）を含んでいてもよい。かかるアジュバントは予め、本発明の抗微生物
組成物と共に調製してもよく、抗微生物組成物の添加と同時に、又はその後に、系に加え
てもよい。また、本発明の組成物は、施用のための必要に応じて、本発明の活性を促進し
得る他の公知の種々の成分のうち、任意のものを含んでいてもよい。
【０１６９】
湿潤剤又は消泡剤
　また、本発明においては、湿潤剤及び消泡剤も有用である。湿潤剤は、本発明の抗微生
物組成物の表面接触又は浸透活性を向上させる機能を有する。本発明の組成物に使用可能
な湿潤剤としては、本発明の組成物の表面活性を上昇させることが本技術分野で知られて
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いる、任意の成分が挙げられる。
【０１７０】
　一般に、本発明で使用できる消泡剤としては、シリカとシリコーン；脂肪族酸又はエス
テル；アルコール；硫酸塩又はスルホネート；アミン又はアミド；ハロゲン化化合物、例
えばフルオロクロロ炭化水素；植物油、蝋、ミネラル油、及びこれらの硫酸化誘導体；脂
肪酸石けん、例えばアルカリ、アルカリ土類金属石けん；並びに、ホスフェート及びホス
フェートエステル、特にアルキル及びアルカリ性ジホスフェート、及びトリブチルスズホ
スフェート等；並びにこれらの混合物が挙げられる。
【０１７１】
　ある実施態様によれば、本組成物は、本発明の方法の用途に応じた、食品グレードの消
泡剤（antifoaming agents or defoamers）を含んでいてもよい。この目的において、よ
り有効な消泡剤の１つとしては、シリコーンが挙げられる。例えばジメチルシリコーン、
グリコールポリシロキサン、メチルフェノールポリシロキサン、トリアルキル又はテトラ
アルキルシラン、疎水性シリカ消泡剤等のシリコーン、及びこれらの混合物は、何れも消
泡用途に使用することが可能である。一般に入手可能な市販の消泡剤としては、シリコー
ン類、例えばアーマーインダストリアルケミカル社（Armour Industrial Chemical Compa
ny）のArdefoam（登録商標）（これは有機エマルジョン中で結合したシリコーンである）
；クルサブルケミカル社（Krusable Chemical Company）のFoam Kill（登録商標）又はKr
esseo（登録商標）（これらはシリコーン及び非シリコーン型の消泡剤、ならびにシリコ
ーンエステルである）；及びダウコーニング社（Dow Corning Corporation）のAnti-Foam
（登録商標）とDC-200（これらは両方とも特に食品グレード型のシリコーンである）が挙
げられる。これらの消泡剤の存在濃度は、約０．０１重量％～５重量％、約０．０１重量
％～２重量％、又は約０．０１重量％～約１重量％の範囲とすることができる。
【０１７２】
増粘剤又はゲル化剤
　本組成物は、種々の既知の増粘剤のうち、任意のものを含んでいてもよい。適切な増粘
剤としては、天然ゴム、例えばキサンタンガム、グアールガム、又は植物粘液由来の他の
ゴム；多糖ベースの増粘剤、例えばアルギン酸塩、デンプン、及びセロビオースポリマー
（例えばカルボキシメチルセルロース）；ポリアクリレート増粘剤；及びヒドロコロイド
増粘剤、例えばペクチンが挙げられる。ある実施態様によれば、増粘剤は、汚染残渣を対
象の表面に残さないものである。例えば、増粘剤又はゲル化剤は、接触領域における食品
や、慎重な取り扱いを要する他の製品と、適合性を有するものであってもよい。一般に、
本組成物又は方法で使用される増粘剤の濃度は、最終組成物における所望の粘度により決
定される。しかし、一般的な基準として、本組成物内の増粘剤の粘度は、約０．１重量％
～１．５重量％、約０．１重量％～１．０重量％、又は約０．１重量％～約０．５重量％
の範囲である。
【０１７３】
固化剤
　本組成物は、固化剤を含んでいてもよい。固化剤は、組成物を固体状態に維持するのに
寄与し得る。ある実施態様によれば、固化剤は、固体状の組成物を形成し、及び／又は、
維持し得るものである。ある実施態様によれば、固化剤は、界面活性ペルオキシカルボン
酸の最終的な放出を許容し得ないほど妨害することなく、組成物を固化し得るものである
。固化剤としては、例えば、中性且つ不活性の性質を有するか、又は、本組成物の機能性
、安定性若しくは洗浄性に寄与し得る、有機又は無機の固体化合物がある。適切な固化剤
としては、固体ポリエチレングリコール（ＰＥＧ）、固体ポリプロピレングリコール、固
体ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、アミド、尿素（カルバミドとしても知られている）、
（カプラーとともに使用可能な）非イオン性界面活性剤、陰イオン性界面活性剤、（例え
ば酸又はアルカリ処理法により）水溶化されたデンプン、水溶化されたセルロース、無機
物質、ポリ（無水マレイン酸／メチルビニルエーテル）、ポリメタクリル酸、その他の一
般的な機能性又は不活性の高融点物質、これらの混合物などが挙げられる。
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【０１７４】
　適切なグリコール固化剤としては、例えば分子量が約１，４００～約３０，０００の、
固体ポリエチレングリコール又は固体ポリプロピレングリコールが挙げられる。ある実施
態様によれば、固化剤は、固体ＰＥＧ（例えばＰＥＧ１５００から、最大でＰＥＧ２０，
０００まで）であるか、又はこれを含んでなる。ある実施態様によれば、ＰＥＧはＰＥＧ
１４５０、ＰＥＧ３３５０、ＰＥＧ４５００、ＰＥＧ８０００、ＰＥＧ２０，０００など
を含む。適切な固体ポリエチレングリコールとしては、ユニオンカーバード社（Union Ca
rbide Corp.）から商品名ＣＡＲＢＯＷＡＸとして市販されているものが挙げられる。
【０１７５】
　適切なアミド固化剤としては、ステアリックモノエタノールアミド、ラウリックジエタ
ノールアミド、ステアリックジエタノールアミド、ステアリックモノエタノールアミド、
ココジエチレンアミド、アルキルアミド、これらの混合物などが挙げられる。ある実施態
様によれば、本組成物は、グリコール（例えばＰＥＧ）及びアミドを含む。
【０１７６】
　適切な非イオン性界面活性固化剤としては、ノニルフェノールエトキシレート、線状ア
ルキルアルコールエトキシレート、エチレンオキシド／プロピレンオキシドブロックコポ
リマー、これらの混合物などが挙げられる。適切なエチレンオキシド／プロピレンオキシ
ドブロックコポリマーとしては、バスフ社（BASF Corporation）から商品名Pluronic（例
えば、Pluronic108及びPluronic F68）で販売されているものが挙げられる。ある実施態
様によれば、非イオン性界面活性剤としては、室温において、或いは組成物の保存又は使
用時の温度において、固体であるものが選択される。ある実施態様によれば、非イオン性
界面活性剤としては、カップリング剤との組合せで水溶性が低いものを選択することがで
きる。非イオン性界面活性固化剤とともに使用できる適切なカプラーとしては、プロピレ
ングリコール、ポリエチレングリコール、これらの混合物などが挙げられる。
【０１７７】
　適切な陰イオン性界面活性剤固化剤としては、線状アルキルベンゼンスルホン酸、アル
コール硫酸、アルコールエーテル硫酸、アルファオレフィンスルホン酸、これらの混合物
などが挙げられる。ある実施態様によれば、陰イオン性界面活性剤固化剤は、線状アルキ
ルベンゼンスルホン酸であるか、又はこれを含んでなる。ある実施態様によれば、陰イオ
ン性界面活性剤は、室温において、或いは組成物の保存又は使用時の温度において、固体
であるものが選択される。
【０１７８】
　適切な無機固化剤としては、リン酸塩（例えば、アルカリ金属リン酸塩）、硫酸塩（例
えば、硫酸ナトリウム又は重亜硫酸ナトリウム）、酢酸塩（例えば、無水酢酸ナトリウム
）、炭酸塩（例えば、炭酸カルシウム又は水和炭酸塩）、他の公知の可水和化合物、これ
らの混合物などが挙げられる。ある実施態様によれば、無機固化剤としては、有機リン酸
化合物及び炭酸塩、例えばＥ型組成物が挙げられる。
【０１７９】
　ある実施態様によれば、本組成物は、必要な程度の固化及び水溶性を達成する限り、任
意の物質又は物質の組合せを含んでいてもよい。ある実施態様によれば、本組成物におけ
る固化剤の濃度を上昇させると、組成物の硬度が上昇する傾向がある。ある実施態様によ
れば、本組成物における固化剤の濃度を低下させると、組成物が弛緩又は軟化する傾向が
ある。
【０１８０】
　ある実施態様によれば、固化剤は、例えば本組成物を水性環境においた場合に、これに
固体性を付与し、及び／又は、その可溶性を制御するような、任意の有機又は無機化合物
を含んでいてもよい。例えば、組成物中の他の成分に比べてより水溶性の固化剤を使用す
れば、分配性を制御することが可能となる。このような固化剤の一例としては尿素が挙げ
られる。別の例として、水溶性が低い方が好ましい系や、溶解速度が遅い方が好ましい系
の場合には、有機非イオン性又はアミド固化剤が適している。
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【０１８１】
　ある実施態様によれば、本組成物は、本組成物の加工又は製造の利便性を高める固化剤
を含んでいてもよい。例えば、混合を停止して混合系から混合物を分配した後、約３０か
ら約５０℃の周囲温度において、約１分～約３時間、又は約２分～約２時間、又は約５分
～約１時間の間に組成物が固化して固体になるように、固化剤を選択すればよい。
【０１８２】
　本組成物が含有する固化剤の量は、有効量であれば任意である。本組成物に含まれる固
化剤の量は、組成物の種類、組成物の成分、組成物の使用目的、使用時に固体組成物に対
して経時的に適用される分配溶液の量、分配溶液の温度、分配溶液の硬度、固体組成物の
物理的サイズ、他の成分の濃度、組成物中の洗浄剤の濃度、及び他の要因に依存して変化
し得る。適切な量としては、例えば、約１～約９０重量％、約１．５～約８５重量％、約
２～約８０重量％、約１０～約４５重量％、約１５～約４０重量％、約２０～約３０重量
％、約３０～約７０重量％、約４０～約６０重量％、最大約５０重量％、約４０～約５０
重量％が挙げられる。
【０１８３】
使用組成物
　本組成物としては、濃縮組成物と使用組成物とが挙げられる。例えば、濃縮組成物は、
水等で希釈して使用組成物を作製することができる。ある実施態様によれば、濃縮組成物
を希釈して使用溶液にした後、対象に施用することができる。経済的な観点からは、濃縮
物を販売し、この濃縮物を最終ユーザーが水又は水性希釈剤で希釈して、使用溶液を作製
するようにしてもよい。
【０１８４】
　濃縮組成物中の活性成分の濃度は、目的とする希釈係数や、所望の界面活性ペルオキシ
カルボン酸化合物の活性に依存する。一般に、水性抗微生物組成物の場合、水約２０ガロ
ンに対し液体約１オンスから、水約１ガロンに対し液体約５オンスまでの割合で希釈して
使用される。使用温度が高い（２５℃超）場合や、暴露時間が長い（３０秒超）場合には
、使用時の希釈率をより高くしてもよい。通常の使用場所では、一般的な水道水又は材料
混合用水で、水１００ガロンにつき濃縮物約３～約２０オンスの希釈比率で濃縮物を希釈
する。
【０１８５】
　例えば、使用組成物は、約０．０１～約１０重量％の濃縮組成物及び約９０～約９９．
９９重量％の希釈剤；又は約０．１～約１重量％の濃縮組成物及び約９９～約９９．９９
重量％の希釈剤を含んでなる。使用組成物中の成分の量は、濃縮組成物について上述した
した量と、これらの希釈率とから計算することができる。
【０１８６】
　本方法には、１又は２以上の微生物集団を減少させるのに有効な濃度の界面活性ペルオ
キシカルボン酸を利用することができる。かかる有効な濃縮物は、約２～約５００ｐｐｍ
の界面活性ペルオキシカルボン酸、約５～約２００ｐｐｍの界面活性ペルオキシカルボン
酸、約１０～約１００ｐｐｍの界面活性ペルオキシカルボン酸、又は約２０～約５０ｐｐ
ｍの界面活性ペルオキシカルボン酸を含む。ある実施態様によれば、使用組成物は、約５
～約２００ｐｐｍの界面活性ペルオキシカルボン酸、約１～約１０００ｐｐｍのカルボン
酸界面活性剤、及び約１～約９９重量％の担体及び／又は希釈剤（例えば水）を含んでい
てもよい。
【０１８７】
　使用組成物中の反応種（例えば界面活性ペルオキシカルボン酸及び／又は過酸化水素）
の濃度は、使用組成物中に存在する有機物質、或いは使用組成物に加えられる有機物質に
よって影響を受ける（通常は低下することになる）。例えば、対象を洗浄する際に使用組
成物を浴液又はスプレーとして使用する場合、対象上の汚れによって過酸及びペルオキシ
ドが消費される可能性がある。従って、本明細書に示す使用組成物中の成分量は、使用前
又は使用初期の組成物に関する量であり、使用組成物に有機物質を加える場合には低下す
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るものと理解される。
【０１８８】
界面活性ペルオキシカルボン酸組成物の製造
　本発明の組成物、又は本発明の方法で使用される組成物は、カルボン酸界面活性剤と酸
化剤（例えば過酸化水素）とを組み合わせ、或いは反応させることにより作製することが
できる。カルボン酸界面活性剤と酸化剤とを組み合わせ、或いは反応させると、界面活性
ペルオキシカルボン酸が産生される。ある実施態様によれば、組み合わせる工程としては
、混合する工程が挙げられる。本組成物を作製するために組み合わされる調製物も、酸味
剤、担体、安定剤、これらの混合物などを含んでいてもよい。あるいは、ペルオキシカル
ボン酸の一部又は全部が産生された後に、１又は２以上の酸味剤、担体、これらの混合物
を加えてもよい。
【０１８９】
　ある実施態様によれば、本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸の製造法を包含する
。この方法は、例えば、カルボン酸界面活性剤、担体（例えば水）、酸化剤（例えば過酸
化水素）、酸味剤、及び安定剤を組み合わせ、或いは反応させる工程を含む。この方法は
、例えば、カルボン酸界面活性剤を約１～約２０重量％、担体を約２０～約８０重量％、
酸化剤を約２０～約８０重量％、酸味剤を約１０～約５０重量％、及び、安定剤を約１～
約５重量％の濃度で、成分を混合することを含む。また、本組成物には、これらの成分の
組合せが平衡に達して界面活性ペルオキシカルボン酸を生成している状態の組成物も含ま
れる。
【０１９０】
　本組成物は、工場で濃縮物として製造して最終ユーザーに出荷し、最終ユーザーはそれ
を希釈するだけで使用組成物を作製できるようにしてもよい。また、本界面活性ペルオキ
シカルボン酸組成物は、使用する場所で作製してもよい。例えば、製品を複数の部分組成
物として、又はキットとして出荷してもよい。ユーザーはそれら複数の組成物、又はキッ
トの成分を組み合わせれば、本界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を作製することがで
きる。あるいは、調製装置と容器入原料からなるシステムを使用場所に供給し、これをプ
ログラムし、又は操作することによって、本界面活性ペルオキシカルボン酸組成物の混合
及び分注を行なうようにしてもよい。
【０１９１】
　ある実施態様によれば、製品を複数の部分組成物として供給してもよい。組成物のうち
１つは、例えば、カルボン酸界面活性剤と、酸味剤、担体、安定剤、これらの混合物等の
うち１又は２以上とを含んでなる。第２の組成物は、例えば、酸化剤と、酸味剤、担体、
安定剤、これらの混合物等のうち１又は２以上とを含んでなる。あるいは、酸味剤、担体
、安定剤、これらの混合物などを、別の組成物として供給してもよい。
【０１９２】
　ある実施態様によれば、濃縮組成物のｐＨは、例えば、約１未満又は約２未満である。
ある実施態様によれば、混合物の１％又は１．５％水溶液のｐＨは、１％溶液の他の成分
によって異なるが、約１又は２から約７までの範囲である。ある実施態様によれば、使用
組成物のｐＨは、他の成分によって異なるが、例えば約２から約７である。
【０１９３】
界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を使用する方法
　本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を使用する方法を包含する。通常、こ
れらの方法は、界面活性ペルオキシカルボン酸の抗微生物活性又は漂白活性を使用する。
例えば、本発明は、微生物集団を減少させる方法、皮膚上の微生物の集団を減少させる方
法、皮膚の疾患を治療する方法、臭いを低下させる方法、又は漂白する方法を含む。これ
らの方法によれば、安定化された本発明のエステルペルオキシカルボン酸組成物を、対象
、表面、水塊若しくはガス塊、又は水流若しくはガス流に接触させることにより、これら
の対象、表面、水塊若しくはガス塊、又は水流若しくはガス流などに作用させることがで
きる。この接触させる工程には、組成物を施用する多数の方法のうち、任意の方法が含ま
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れる。例としては、組成物を噴霧する方法、対象を組成物に浸漬する方法、対象を組成物
又はこれらの組合せで発泡又はゲル処理する方法等が挙げられる。
【０１９４】
　本発明の組成物は、種々の家庭用途又は工業用途において、例えば、対象若しくは表面
上の、或いは、水塊若しくはガス塊又は水流若しくはガス流中の、微生物又はウイルス集
団を減少させる目的で使用することができる。本組成物は、台所、浴室、工場、病院、歯
医者、及び食品工場等の様々な場所で施用することができ、また、平滑、不規則、又は多
孔質の表面形状を有する、種々の硬表面又は柔表面に施用することができる。適切な硬表
面としては、例えば建築物表面（例えば、床、壁、窓、流し、テーブル、カウンター、及
び看板）；食器；硬表面の医療装置又は手術装置や器具；及び硬表面パッケージが挙げら
れる。かかる硬表面としては、例えばセラミクス、金属、ガラス、木、又は硬プラスチッ
ク等、種々の材料からなるものが対象となる。適切な軟表面としては、例えば紙、フィル
ター媒体、病院及び手術リネン類や衣類、軟表面の医療装置又は手術装置や器具；及び軟
表面パッケージングが挙げられる。かかる軟表面としては、例えば、紙、繊維、織布、不
織布、軟プラスチック、及びエラストマー等、種々の材料からなるものが対象となる。本
発明の組成物はまた、食物や皮膚（例えば手）等の軟表面にも適用することができる。本
組成物は、発泡性又は非発泡性の環境除菌剤又は消毒剤として使用することができる。
【０１９５】
　本発明の抗微生物組成物は、除草剤、除菌剤、消毒剤、保存剤、脱臭剤、防腐剤、殺真
菌剤、殺胞子剤、殺ウイルス剤、洗剤、漂白剤、硬表面クリーナー、ハンドソープ、手の
無水除菌剤、及び、手術前又は手術後スクラブ等の製品に含有させることができる。
【０１９６】
　また、本抗微生物組成物は、哺乳類用皮膚トリートメント等の獣医学用製品への使用や
、動物構内、囲い、水飲み場、及び獣医学的処置を行なう場所、例えば検査テーブルや運
転室等を除菌又は消毒するための製品への使用も可能である。本組成物は、家畜やヒトの
抗微生物性足浴液に使用することもできる。
【０１９７】
　本組成物は、病原性微生物（例えばヒト、動物などの病原体）集団の低減に使用するこ
とができる。本組成物は、真菌、カビ、細菌、胞子、及びウイルスを含む病原体、例えば
黄色ブドウ球菌（S. aureus）、大腸菌（E. coli）、ストレプトコッカス（Streptococci
）、レギオネラ（Legionella）、緑膿菌（Pseudomonas aeruginosa）、マイコバクテリア
（Mycobacteria）、結核菌、ファージなどに対する活性を示し得る。かかる病原体は、乳
腺炎や、他の哺乳類の搾乳疾患、結核など、種々の疾患や障害の原因となる。本発明の組
成物は、動物の皮膚や、他の外表面又は粘膜表面上の微生物集団を減少させる。さらに、
本組成物は、水、空気、又は表面基質による移送を通じて拡散する病原性微生物を、死滅
させることができる。本組成物は、動物の皮膚やその他の外表面又は粘膜表面、水、空気
、又は表面に施用するのみでよい。
【０１９８】
　また、本抗微生物組成物は、食物や植物種に対し、その表面の微生物集団を低減するた
めに使用し、食品や植物種を扱う製造又は加工場所に使用し、或いは、かかる場所の加工
水を処理するために使用することができる。例えば、本組成物は、食品輸送ライン（例え
ばベルト噴霧）；靴や手の洗浄ディップパン；食品保存施設；防腐用空気循環システム；
冷蔵及びクーラー設備；飲料冷却器及び加熱器、湯通し器、まな板、第３流し領域、及び
肉冷却器又は煮沸器に使用することができる。本発明の組成物は、例えば人口水路、パイ
プ輸送路、カッター、スライサー、湯通し器、レトルトシステム、ウォッシャーなどの作
物輸送水を処理するのに使用することができる。本発明の組成物を用いて処理可能な食物
の具体例としては、卵、肉、種子、葉、果物、及び野菜が挙げられる。植物表面の具体例
としては、既採取又は未採取の、葉、根、種子、皮又は殻、茎、幹、塊茎、穀類、果物な
どがある。また、本組成物は、病原性及び非病原性の両方の微生物の濃度を低減するべく
、動物屠体の処理に使用することができる。
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【０１９９】
　本組成物は、食品サービス業又は食物加工業界の容器、加工施設又は設備の洗浄又は除
菌に有用である。抗微生物組成物は、食品包装の材料や設備、特に低温又は高温無菌包装
への使用に有用である。本発明の組成物を使用可能な加工施設の例としては、乳製品工場
、連続的発酵システム、食品加工ライン（例えばポンプ処理食品システム及び飲料ライン
など）が挙げられる。食品サービス製品は、本発明の組成物で消毒することができる。ま
た、本組成物は例えば、製品洗浄機、皿洗い機、ビン洗い機、ビン冷却機、加熱器、第３
流しウォッシャー、切断面（例えば、水ナイフ、スライサー、カッター及び鋸）、及び卵
洗浄機の外部又は内部に使用することができる。処理可能な表面の具体例としては、パッ
ケージング、例えば箱、ビン、フィルム、及び樹脂；皿類、例えばガラス、プレート、調
理器具、鍋類；用具洗浄機；露出した食物調製領域表面、例えば流し、カウンター、テー
ブル、床、及び壁；加工装置、例えばタンク、バット、ライン、ポンプ、及びホース（例
えば、ミルク、チーズ、アイスクリーム、及び他の乳製品の加工のための乳製品加工設備
）；及び輸送用乗り物が挙げられる。容器としては、種々の容量（例えば１００ｍｌから
２リットル）のガラスビン、ＰＶＣ又はポリオレフィンフィルムサック、カン、ポリエス
テル、ＰＥＮ又はＰＥＴボトル、１ガロンミルク容器、ボール紙製のジュース又はミルク
容器などが挙げられる。
【０２００】
　また、本抗微生物組成物は、他の工業設備の外部又は内部、或いは他の工業プロセス流
（例えばヒーター、冷却塔、ボイラー、レトルト水、洗浄水、無菌パッケージング洗浄水
など）の内部に使用することができる。本組成物は、娯楽施設の水（例えば、プール、温
泉、娯楽用水路、及び水スライド、噴水など）の微生物や臭いを処理するために使用する
ことができる。
【０２０１】
　本組成物を含有するフィルターは、空気及び液体中の微生物の集団を減少させることが
できる。かかるフィルターは、水や空気伝染性の病原体（例えばレギオネラ（Legionella
）等）の除去に使用することができる。
【０２０２】
　本組成物は、排水設備や他の表面における、微生物、ミバエ、又は他の昆虫の幼虫の集
団を減少させるのに使用することができる。
【０２０３】
　また、食品加工装置を使用溶液に浸漬し、装置を除菌するのに充分な時間浸した後、過
剰の溶液を装置から拭き取り、又は排水するという方法で、本組成物を使用することも可
能である。さらに、使用溶液を食品加工表面に噴霧又は塗布し、表面を除菌するのに充分
な時間、表面を湿らせた後、過剰の溶液を拭き取り、鉛直排水し、又は真空除去するとい
う方法で、本組成物を使用することも可能である。
【０２０４】
　また、本発明の組成物は、硬表面、例えば、設置型装置、台所用品、皿、医療設備又は
器具、及び他の硬表面を除菌するための方法に使用してもよい。また、本組成物は、汚染
された衣類又は布を除菌するのに使用してもよい。上述の汚染された表面や物品のうち任
意のものに対して、使用溶液を約４℃～６０℃の範囲内の使用温度で、表面又は品物を除
菌、消毒、又は滅菌するのに有効な時間接触させる。例えば、濃縮組成物を洗濯機の洗浄
水に注入し、汚染された布を除菌するのに充分な時間、布と接触させればよい。その後、
布をリンス又は遠心分離することにより、過剰の溶液を除去することができる。
【０２０５】
　本抗微生物組成物を微生物に対して、或いは汚染された表面や洗浄対象の表面に対して
施用するには、種々の方法を使用することができる。これらの方法は、対象、表面、水塊
若しくはガス塊、又は水流若しくはガス流に本発明の組成物を接触させることにより、対
象、表面、水塊若しくはガス塊、又は水流若しくはガス流などに作用させることができる
。接触させる方法としては、組成物を施用するための無数の方法のうち、任意の方法が挙
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げられる。例えば、組成物を噴霧する方法、組成物中に対象を浸漬させる方法、組成物を
用いて対象を発泡又はゲル処理する方法、又はこれらの組合せが挙げられる。
【０２０６】
　本発明の組成物の濃縮物又は使用組成物を対象に施用し、又は対象に接触させるには、
抗微生物組成物又はクリニーング組成物を対象に施用するための任意の公知の方法又は装
置を用いることができる。例えば、組成物又は組成物から作製した使用溶液を、対象に塗
布し、噴霧し、発泡させ、及び／又は浸漬することができる。組成物を表面上に噴霧、発
泡、又は塗布してもよく、組成物を表面上に流通させてもよく、表面を組成物中に浸漬さ
せてもよい。接触は手作業で行なってもよく、機械を用いて行なってもよい。食品加工表
面、食品、食品加工水、又は輸送水などは、本発明の液体、ゲル、エアゾル、ガス、蝋、
固体、若しくは粉末化安定化組成物で、又はこれらの組成物を含有する溶液で処理するこ
とができる。
【０２０７】
定置洗浄
　本発明の抗微生物組成物を適用可能な他の硬表面の洗浄用途としては、定置洗浄システ
ム（Clean-in-place systems：ＣＩＰ）、分解洗浄システム（Clean-out-of-place syste
ms：ＣＯＰ）、洗浄汚染除去機、滅菌機、繊維洗浄機、限外濾過及びナノ濾過システム、
及び室内空気フィルターが挙げられる。ＣＯＰシステムとしては、洗浄タンク、浸漬容器
、モップバケツ、保持タンク、スクラブシンク、乗り物部品洗浄機、不連続バッチ洗浄機
及びシステムなどの、即時アクセス可能なシステムも含まれる。
【０２０８】
　一般に、定置洗浄システムや他の表面の実際の洗浄（すなわち、好ましくない廃物の除
去）は、別の物質（例えばお湯とともに導入される調製洗浄剤等）を用いて行なわれる。
この洗浄工程の後、本組成物を非加熱の周囲温度の水中、使用溶液の濃度の水溶液として
系内に施用又は導入する。一般的に、ＣＩＰに対しては、流速を約４０～約６００リット
ル／分のオーダーとし、温度を周囲温度から約７０℃の範囲とし、接触時間を少なくとも
約１０秒、例えば約３０秒から約１２０秒の範囲とする。本組成物は低温（例えば４０°
Ｆ／４℃）水中に保持してもよく、高温（例えば１４０°Ｆ／６０℃）水中に保持しても
よい。本組成物の使用水溶液は、通常は加熱不要であるが、条件によっては抗微生物活性
をさらに増強するために、加熱することが望ましい場合もある。これらの物質は、考え得
るいかなる温度でも有効である。
【０２０９】
　実質的に固定の定置処理設備を除菌する方法は、以下の工程を含んでなる。本発明の使
用溶液を、約４℃から６０℃の範囲の温度でプロセス設備に導入する。使用溶液の導入後
、処理設備を除菌する（即ち、好ましくない微生物を死滅させる）のに充分な時間、溶液
を容器内に維持するか、又はシステム中を循環させる。本組成物により表面が除菌された
後、使用溶液を排水する。除菌工程の完了後に適宜、他の物質（例えば飲料水）を用いて
系をリンスしてもよい。本組成物を処理設備内に循環させる時間は、例えば１０分以内と
すればよい。
【０２１０】
　本方法は、本組成物を空気送達により定置洗浄表面又は他の表面（例えばパイプ内及び
タンク内）に送達する工程を含んでいてもよい。この空気送達の方法によれば、必要な溶
液の量を削減することができる。
【０２１１】
界面活性ペルオキシカルボン酸組成物の食品への接触
　本方法及びシステムによれば、食品を界面活性ペルオキシカルボン酸組成物に、このよ
うな組成物を施用するのに適した方法又は装置を使用して接触させる。例えば、本発明の
方法及びシステムによれば、食品に組成物を噴霧し、食品を組成物中に浸漬させ、組成物
を用いて発泡又はゲル処理を行なう等の手法により、食品を組成物に接触させることがで
きる。噴霧、泡、ゲル、又は浸漬を用いた接触は、抗微生物剤を食物に施用するための当
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業者に公知の種々の方法で行なうことができる。食物への接触は、食品が存在するあらゆ
る場所（例えば、屋外、加工場所又は工場、車両、倉庫、店、レストラン、又は家庭）に
行なうことができる。これらと同様の方法を応用して、本発明の安定化組成物を他の対象
に施用することもできる。
【０２１２】
　本方法によって抗微生物作用を得るためには、組成物と食品とをある最低限の時間接触
させる必要がある。この接触時間は、使用組成物の濃度、使用組成物の施用方法、使用組
成物の温度、食品上の汚染物の量、食品上の微生物の数、抗微生物剤の種類などにより様
々である。露出時間は例えば、少なくとも約５から約１５秒間とすればよい。
【０２１３】
　ある実施態様によれば、食品を洗浄する方法に、組成物を含む圧力噴霧を使用する。食
品への噴霧溶液の施用中に、機械的作用（例えば、攪拌、摩擦、ブラシがけなど）により
食品の表面を移動させてもよい。攪拌は、食品の物理的に擦ることにより、加圧噴霧溶液
の作用により、超音波処理により、又は他の方法により行なうことができる。攪拌によっ
て、噴霧溶液が微生物を死滅させる効力が向上するが、これはおそらく、微生物を含有す
る割れ目や微小コロニーの溶液への暴露が促進されるためであろう。効力を上昇させるた
めに、施用前の噴霧溶液を約１５～２０℃、例えば約２０～６０℃の温度に加熱してもよ
い。噴霧安定化組成物を、微生物集団を適切に低減するのに充分な時間、食品上に放置し
た後、食品からリンスし、排水し、又は蒸散させればよい。
【０２１４】
　噴霧により物質を施用する方法としては、噴霧管を用いて手作業で施用する方法や、食
品が生産ラインを通過する際に、確実に完全接触させるための複数の噴霧ヘッド、又は他
の噴霧装置を用いて自動噴霧する方法が挙げられる。自動噴霧による施用の一例として、
噴霧ブースの使用が挙げられる。噴霧ブースは、噴霧組成物をブース内に実質的に限定す
る。生産ラインによって食品を入口から噴霧ブース内に進入させ、ブース内でその全外表
面に対して噴霧を行なう。ブース内で食品を物質で完全に被覆し、食品からこれを排液し
た後、ブースから食品を排出する。噴霧ブースに噴出流を設け、安定化された本発明の組
成物を施用してもよい。これらの噴出流が食品表面に到達する際の処理温度を６５℃未満
、例えば６０℃未満に保つために、冷却水と組み合わせて使用してもよい。噴霧温度によ
って食品が大幅に変性してしまう（調理されてしまう）のを防止するために、食品への噴
霧温度は重要である。噴霧パターンとしては、有用な噴霧パターンを、実質的に任意に選
択することができる。
【０２１５】
　液体安定化組成物への食品の浸漬は、当業者に公知の種々の方法のうち、任意の方法を
用いて行なうことができる。例えば、安定化組成物を含有するタンク又は浴槽中に、食品
を導入すればよい。あるいは、安定化組成物の水路内を通じて食品を輸送し、又はこの水
路内で食品を加工してもよい。洗浄溶液を攪拌して溶液の効力を向上させ、食品に付着し
ている微生物の溶液による低減速度を上昇させることができる。攪拌は従来法で行なうこ
とができる。例えば、超音波、溶液中に空気をバブリングさせる通気、機械的方法、例え
ばストレイナー、パドル、ブラシ、ポンプ駆動液体ジェット、又はこれらの方法の組合せ
が挙げられる。溶液が微生物を死滅させる効力を向上させるべく、洗浄溶液を加熱しても
よい。所望の抗微生物作用を得るために必要な時間、食品を浸漬させた後、食品を浴槽又
は水路から排出した上で、安定化組成物を食品からリンスし、排水し、又は蒸散させれば
よい。
【０２１６】
　本発明の別の実施態様によれば、食品を泡状の組成物で処理してもよい。泡の調製は、
使用時に発泡性界面活性剤と洗浄溶液とを混合することにより行なうことができる。発泡
性界面活性剤は、非イオン性でも、陰イオン性でも、陽イオン性でもよい。有用な界面活
性剤の例としては、特に限定されないが、アルコールエトキシレート、アルコールエトキ
シレートカルボキシレート、アミンオキシド、アルキル硫酸塩、アルキルエーテル硫酸塩
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、スルホネート、４級アンモニウム化合物、アルキルサルコシン、ベタイン、及びアルキ
ルアミドが挙げられる。発泡性界面活性剤は通常、使用時に洗浄溶液と混合される。発泡
剤の使用溶液濃度は、約５０ｐｐｍから約２．０重量％である。使用時には、圧縮空気を
混合物に注入し、続いてこれを泡供給装置（例えばタンク発泡器）又は吸引壁設置発泡器
により食品表面に施用すればよい。
【０２１７】
　本発明の別の実施態様によれば、食品を粘稠又はゲル状の組成物で処理してもよい。粘
稠又はゲル状の洗浄溶液は、食品表面への接触時間が長くなるため、抗微生物性効力が向
上する。また、粘稠又はゲル状の溶液は、垂直な表面にも接着可能である。組成物又は洗
浄溶液の増粘又はゲル化は、既存の手法、例えばキサンタンガム、ポリマー増粘剤、セル
ロース増粘剤などを使用して行なうことができる。また、ロッドミセル生成システム（例
えばアミンオキシド及び陰イオン性対イオン）を使用することもできる。増粘剤又はゲル
形成剤は、濃縮製品に使用してもよく、使用時に洗浄溶液と混合して使用してもよい。増
粘剤又はゲル剤の一般的な使用濃度は、約１００ｐｐｍから約１０重量％の範囲である。
【０２１８】
飲料、食物、及び薬剤加工のための方法
　本界面活性ペルオキシカルボン酸抗微生物組成物は、飲料、食物、及び薬剤（果物ジュ
ース、乳製品、麦芽飲料、大豆ベースの製品、ヨーグルト、離乳食、びん詰水製品、お茶
、せき止め薬、薬剤、及びシフトドリンクを含む）の製造に使用することができる。本物
質を使用して、かかる飲料の製造に用いられるビン、ポンプ、リネン、タンク、及び混合
装置を除菌し、消毒し、殺胞子剤作用に付し、又は滅菌することができる。さらに、本界
面活性ペルオキシカルボン酸抗微生物組成物は、無菌低温充填操作に使用することもでき
る。この場合、食物、飲料、又は薬剤容器の内部を除菌又は滅菌した後、充填を行なう。
かかる操作において、容器と除菌性界面活性ペルオキシカルボン酸組成物との接触は、通
常は噴霧、浸漬、又は充填装置を使用して、容器内の微生物集団を減少させるのに充分な
時間、容器の内部に界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を充分接触させて行なえばよい
。続いて、使用した分量の除菌剤又は滅菌剤を容器から排出する。排出後、容器を飲料水
又は滅菌水でリンスし、再度排出する。リンス後、容器に飲料、食物、又は薬剤を充填す
ればよい。その後、容器を密封、閉栓、又は密閉してから、包装して最終販売用に出荷す
ればよい。さらに微生物を死滅させるべく、密封された容器をオートクレーブ又はレトル
ト処理してもよい。
【０２１９】
　食物、飲料、又は薬剤製造において、ケダマカビ属（Chaetomium）又はアルスリニウム
（Arthrinium）属の真菌微生物、及びバチルス（Bacillus）属の胞子又は細菌は、ビン詰
め工程、特に低温無菌ビン詰め工程において大きな問題となる。本発明の界面活性ペルオ
キシカルボン酸除菌剤材料を用いれば、低温無菌ビン詰め法を用いた飲料又は食物又は薬
剤ビン詰めラインにおける、ケダマカビ属（Chaetomium）又はアルスリニウム（Arthrini
um）属又はバチルス（Bacillus）属の微生物の数を抑制し、又は大幅に低減する（５ｌｏ
ｇ10超の低減）ことができる。
【０２２０】
　かかる技術の下で低温無菌充填法を用い、金属、アルミニウム、又はスティール缶を充
填してもよく、ガラスビン又は容器を充填してもよく、プラスチック（ＰＥＴ又はＰＢＴ
又はＰＥＮ）ビンなどを充填してもよい。かかるプロセスにおいて、本発明の界面活性ペ
ルオキシカルボン酸物質は、炭酸（又は非炭酸）飲料の充填前に、飲料容器内部の除菌に
使用することができる。本出願における典型的な炭酸飲料としては、コーラ飲料、果物飲
料、ジンジャーエール飲料、ルートビール飲料、炭酸化されていなくてもよい氷冷茶飲料
、及び、ソフトドリンクとして扱われる他の一般的な飲料が挙げられる。本発明の界面活
性ペルオキシカルボン酸物質は、ソフトドリンク物質の製造及び保存に用いられるタンク
、ライン、ポンプ、及び他の設備の除菌に使用してもよく、また、飲料のビン詰め又は容
器に使用することもできる。ある実施態様によれば、本界面活性ペルオキシカルボン酸物
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質除菌物質は、製造設備や飲料容器の表面に存在し得る細菌及び真菌微生物の両方を死滅
させるのに有用である。
【０２２１】
　本発明は、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物が、少なくとも約１５０百万分率（ｐ
ｐｍ）の濃度レベル（例えば界面活性ペルオキシカルボン酸組成物約１０００ｐｐｍ）で
、微生物を有効に死滅させる（例えば、３０秒間で＞１ｌｏｇ10又は最大５ｌｏｇ10の減
少）ことができるという驚くべき発見に基づく。ある実施態様によれば、界面活性ペルオ
キシカルボン酸組成物は、水を除いた量として、約０．００１～約１重量％、例えば約０
．０１～約０．１５重量％、又は約０．０５～約０．１重量％の濃度で存在していればよ
い。
【０２２２】
　図１は、低温無菌操作を含んでなる、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を用いたビ
ン噴霧／ビン詰め操作の実施態様を示す略図である。図１に示す工場１００は、除菌管理
のために界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を飲料ビンに接触させることが可能となっ
ている。図１において、ビン１１０は除菌トンネル１０２内を通過する。その後、除菌さ
れたビン１１０ａはリンストンネル１０３内を通過し、除菌及びリンス済みのビン１１０
ｂとして出てくる。
【０２２３】
　本プロセスにおいて、バルクの界面活性ペルオキシカルボン酸組成物が、保持タンク１
０１に加えられる。通常、この物質はタンク１０１内で、約２２℃の温度に維持される。
界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を有効な使用濃度とするべく、補給水１０５がタン
ク１０１内の濃縮界面活性ペルオキシカルボン酸組成物と一緒にされる。界面活性ペルオ
キシカルボン酸組成物の使用組成物を約４５～５０℃の温度にすべく、ヒーター１０８内
に通過させてもよい。加熱された界面活性ペルオキシカルボン酸の使用組成物を、滅菌ト
ンネル１０２内で、ビン１１０の内表面及び外表面全体に噴霧すればよい。界面活性ペル
オキシカルボン酸組成物をビン１１０と確実に接触させるのは、微生物集団を除菌レベル
まで低下させる上で有効である。
【０２２４】
　界面活性ペルオキシカルボン酸の使用組成物と接触させ、ビンから過剰の組成物を除去
した後、除菌されたビン１１０は新鮮水リンストンネル１０３に移送される。新鮮水１０
８は新鮮水補給部から噴霧リンストンネル１０３に供給される。過剰の噴霧液はリンスト
ンネル１０３からドレイン１０６に排水される。トンネル１０３内で、除菌されたビン１
１０ａを新鮮水で完全にリンスすることができる。ビン１１０ａから界面活性ペルオキシ
カルボン酸組成物を完全に除去することは、飲料製品を高品質に維持するために重要であ
る。リンス及び除菌済みのビン１１０ｂは、続いてリンストンネルから排出される。
【０２２５】
　デイタンク１０１、滅菌トンネル１０２、及びリンストンネル１０３に、湿式スクラバ
ー又はベント１１１ａ、１１１ｂ、又は１１１ｃを通孔し、系内成分由来の蒸気や煙霧を
除去するようにしてもよい。噴霧後にビン１１０ａから排出された除菌材料は、噴霧トン
ネル１０２の底に蓄積された後、リサイクルライン及びヒーター１０７を介してデイタン
ク１０１にリサイクルされる。
【０２２６】
　デイタンクは、界面活性ペルオキシカルボン酸の使用組成物（ペルオキシカルボン酸組
成物の含有量は約０．００１～約１重量％、例えば約０．０１～約０．１５重量％、又は
約０．０５～約０．１重量％とすることができる）を希釈、保存、及び供給するのに使用
される。稼動下の処理装置は何れも湿式スクラバーに通孔し、煙霧が処理装置から大気中
に入るのを防止することが望ましい。容器から界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を排
除することで、キャリーオーバーによる製品の損失を最小にすることができる。ビンと界
面活性ペルオキシカルボン酸抗微生物組成物との接触は、典型的には０℃より高い温度、
典型的には２５℃より高く、最も典型的には約４０℃より高い温度で行なわれる。しばし
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ペルオキシカルボン酸組成物で飲料容器を除菌又は滅菌するには、４０℃～６０℃で少な
くとも５秒間、さらに好ましくは１０秒間の接触時間が必要である。
【０２２７】
　除菌又は滅菌条件は、処理温度、時間、汚染物質の負荷、水質等によって大きく異なる
。ある実施態様によれば、除菌装置、デイタンク、除菌トンネル、及びリンストンネルは
、ポリオレフィン構造プラスチック、不動態化ステンレス鋼、又は他の非腐食性製造材料
から製造される。
【０２２８】
　１６オンスのポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴビン）、又は他のポリマー性飲料容
器の低温無菌充填において、界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を用いたプロセスが採
用されている。界面活性ペルオキシカルボン酸組成物を、約０．１～約１０重量％の使用
濃度に希釈し、約２５℃～約７０℃、好ましくは約４０℃～約６０℃の有効な高温で維持
される。ビンに材料を噴霧又は浸漬させ、少なくとも５秒間、例えば１０秒間、ビンと除
菌材料とを確実に接触させる。浸漬の完了後、少なくとも２秒間かけて、ビンから全ての
内容物を排出した後、任意により、３８℃（１００°Ｆ）の約２００ｍｌの無菌水を用い
て、５秒間水洗いする。任意により洗浄水を充填した場合は、ビンから滅菌水を少なくと
も２秒間かけて排出し、直ちに液体飲料を充填する。リンスの完了後、ビンに残存するリ
ンス用水は、通常１０ｍｌ未満、好ましくは３ｍｌ未満である。
【実施例】
【０２２９】
　本発明の理解をより深めるべく、以下の実施例を参照して説明する。これらの実施例は
本発明の具体的な態様を例示することを意図するものであって、本発明の範囲を限定する
ことを意図するものではない。
【０２３０】
実施例１－界面活性ペルオキシカルボン酸を含む組成物
　界面活性ペルオキシカルボン酸を含む本組成物の具体例を表１に示す。
【０２３１】

【表３】

【０２３２】
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【表４】

【０２３３】
　本発明の組成物に配合されるカルボン酸界面活性剤としては、オクチルイミノジプロピ
オン酸（例えば、商品名Mackam ODP（５０％活性）として販売されている製品）、アミン
プロピオン酸（例えば、商品名Mirataine JCHA（４２％活性）で販売されている製品）、
ラウレススルホコハク酸二ナトリウム（例えば、商品名Makanate EL（３９％活性）で販
売されている製品）、及び、線状アルコールエトキシカルボン酸（例えば、商品名Neodox
 23-4として販売されている製品）が挙げられる。
【０２３４】
実施例２－界面活性ペルオキシカルボン酸を含む本組成物の抗微生物作用
　本発明の組成物が、グラム陰性菌、グラム陽性細菌、真菌、胞子、ウイルス、及びマイ
コバクテリア（mycobacteria）等の微生物に対して、有効な抗微生物活性を有することを
、評価により立証した。
【０２３５】
材料と方法
　抗微生物活性は２つの充分確立された方法により測定した。第１の方法は、Germicidal
 and Detergent Sanitizing Action of Disinfectants, Official Methods of Analysis 
of the Association of Official Analytical Chemists, paragraph 960.09 and applica
ble sections, 15th eddition, 1990 (EPA Guideline 91-2) に記載されている方法であ
る。第２の方法は、A.O.A.C. Use Dilution Methods, Official Methods of Analysis of
 the Association of Official Analytical Chemists, paragraph 955.14 and applicabl
e sections, 15th eddition, 1990 (EPA Guideline 91-2) に記載されている方法である
。簡単に説明すると、本組成物の抗微生物活性を決定するべく、標的微生物を含有する１
ｍｌのアリコートに、９９ｍｌの所望の濃度の試験物質を、所望の温度で暴露した。所定
の接触時間後、微生物を含有する１ｍｌの試験溶液を中和し、生存数を計数した。
【０２３６】
結果
　表２及び３に示したデータは、本界面活性ペルオキシカルボン酸組成物が、黄色ブドウ
球菌（Staphylococcus aureus）や大腸菌（E. coli）のような微生物集団を、わずか３０
～６０秒間で、且つ１２～１５０ｐｐｍという低濃度で、有効に低減させることを示して
いる。
【０２３７】
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【表５】

【０２３８】
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【表６】

【０２３９】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲で使用される、「１つの」（"a", "an"）及び「そ
の」（"the"）という単数形は、別途明示する場合を除き、複数形も含むことに注意され
たい。例えば、「１つの化合物」（"a compound"）という記載には、２つ以上の化合物の
混合物も含まれる。また、「又は」（"or"）は、別途明示する場合を除き、通常は「及び
／又は」（"and/or"）を含む意味で使用されることにも注意されたい。
【０２４０】
　本明細書に記載の刊行物及び特許出願は何れも、本発明が属する分野の技術水準を示す
ものである。
【０２４１】
　本発明について、様々な態様及び手法の具体例及び好適例を用いて説明したが、本発明
の趣旨及び範囲を逸脱しない限りにおいて、様々な変更や修正を加えることが可能である
と解すべきである。
【図面の簡単な説明】
【０２４２】
【図１】図１は、炭酸飲料又は非炭酸飲料の製造及びビン詰めが可能な、低温無菌充填工
場を含む飲料工場の略図である。
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